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○ 漁業担い手育成基金の概要 

 

 

１ 目的 

  本基金は、漁業生産を担う漁業者の確保及び育成を図るため、漁業を志向する青年等の就

業促進及び青少年等の漁業に対する理解の向上や青年等漁業者の漁業経営及び漁家生活等の

改善向上を図るための自主的活動等に対して支援を行い、もって本県漁業・漁村の健全な発

展に寄与することを目的とする。 

 

２ 事業の内容 

  前記の目的を達成するため、次の事業を行います。 

(1)  漁業担い手の確保に関する支援事業 

(2)  新規漁業就業者等の育成に関する支援事業 

(3)  青年等漁業者の経営等の改善向上に関する組織活動支援事業 

(4)  地区における漁業担い手対策を総合的に推進するための協議会活動支援事業 

(5)  その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

３ 基金の概要 

(1)  名 称  公益財団法人 岩手県漁業担い手育成基金 

(2)  設立年月日  平成 3 年 10 月 1 日（平成 24 年 4 月 1 日から公益法人に移行） 

(3)  所 在 地  盛岡市内丸 16 番 1 号（岩手県水産会館内） 

(4)  設立根拠法  公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 4 条 

(5)  代 表 者  岩手県漁業協同組合連合会代表理事会長 大井誠治 

(6)  基 本 財 産  ５１０，０００千円 

(7) 出 捐 状 況   

区  分 出捐総額（百万円）  比率（％） 摘    要 

県   ２５０   ４９  

市 町 村    ７５   １５ 沿岸 12 市町村 

漁 業 団 体   １７５   ３４ 27 漁協、連合会等 

そ の 他    １０    ２ 海づくり大会寄付金 

計   ５１０  １００  
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３ 平成 27 年度事業実施状況 

１ 概況 

  東日本大震災から 5 年が経過し、本県漁業の復旧状況は、漁業生産の基盤となる漁船や養殖

施設は概ね復旧している状況にあり、また、生産面では、ワカメ・コンブの海藻類の養殖に加え、

貝類養殖についても徐々に出荷が始まっています。また、背後施設等復旧、復興住宅の建設、住宅

の高台移転等も始まっています。しかしながら生産は、「がんばる養殖」等のグループで行われて

おり、個人への移行が遅れている状況下にありますが、本年度末から徐々に終了する状況となって

います。しかしながら、個人経営体数は、平成２５年度（第１３次）漁業センサスによると前回の

5,204 に比べ 3,278 と 63％と大幅に減少しており、担い手の確保が急務となっています。 

平成 27 年度の事業運営におきましては、これまで特認事業として実施してきた養殖漁業復興活

動支援事業については 5 年が経過し、漁業復興について一区切りとなる時期となり、また、経営上

継続は困難なことから募集を停止したところです。 

基金の本来の事業である漁業担い手確保・育成事業につきましては徐々に拡大し、支援を継続す

るとともに、国の漁業復興担い手確保支援事業の活用により新たに新規漁業就業者 50 名（漁家子

弟 27 名、未経験者 23 名）の研修を支援するなど、本県漁業担い手の維持・確保に努めました。 

 

２ 事業実施状況 

（１）漁業担い手確保対策事業 

 ア 小中学生漁業体験・学習事業 

事業内容 対象団体数 延回数 延日数 参加人数 助成額（円） 

１ 漁業体験学習等 10 13 20 474 375,320 

２ 水産高校等 1 日体験入学 2 2 2 290 100,000 

イ 水産高校等連携育成事業 

事業内容 対象団体数 実施期間 延日数 参加人数 助成額（円） 

海洋環境調査、水産加工品

開発 

3 周年 25 58 389,160 

 ウ 漁業志向青年等体験学習事業 

事業内容 実施団体数 実施日数 参加人数 事業費（円） 助成額（円） 

体験漁業の実施 1 2 2 124,940 124,940 

 

（２）漁業担い手育成対策事業 

 ア 新規漁業就業者技術研修事業   

指導者数 研修生数 研修内容 延研修日数 事業費（円） 助成額（円） 

2 2 コンブ養殖、延縄漁業、

採介藻漁業 

72 576,000 576,000 
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（３）青年等漁業者資質向上活動支援事業 

 ア 研究グループ等活動事業 

 （ア）研究実践活動 

地区 研究課題等 実施団体 実施期間 事業費 

（円） 

助成額 

（円） 

大船渡 マガキ天然採苗試験 広田湾漁協青壮年部 

米崎支部 

7月～3月 285,120 285,120 

大船渡 CSAと連携した養殖ホ

タテの販路拡大 

綾里漁協小石浜青年

部 

8 月～10

月 

210,120 200,000 

釜石 エゾイシカゲガイ採

苗試験 

釜石湾漁協青年部 9月～3月 286,244 229,000 

釜石 未利用資源を使用し

た加工品・料理の開発 

釜石湾漁協白浜浦女

性部魚食普及研究グ

ループ 

5月～3月 268,190 300,000 

釜石 マガキシングルシー

ド養殖試験 

新おおつち漁協青年

部 

5月～3月 189,877 189,877 

宮古 マボヤ人工採苗技術

導入試験 

大沢養殖研究会 11 月～1

月 

362,330 350,000 

宮古 宮古湾マガキ天然採

苗試験 

宮古漁協青壮年部 7月～3月 121,067 121,067 

久慈 マガキシングルシー

ド養殖試験 

野田漁友会 4月～3月 275,544 275,544 

久慈 アワビ中間育成試験 

及び種苗生産施設等

視察研修 

小子内漁業研究会 4月～3月 259,200 240,000 

 

 イ 青年等交流活動事業 

 （ア）情報交換会の開催等 

地区 活動内容 実施団体 実施時期 参加人数 事業費

（円） 

助成額 

（円） 

全県 漁業士連絡協議会及

び全国青年女性漁業

者交流大会 

岩手県漁業

士会 

3 月 4 109,930 100,000 

宮古 未婚漁業者等交流会 宮古市漁業

就業者育成

協議会 

2 月 11 412,002 200,000 

宮古 県外開催の情報交換

会等への出席 

東京都 3 月 3 名 101,400 50,000 
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ウ 地域リーダー研修事業（漁業士活動等） 

地区 活動内容 実施団体 実施時期 延べ 

参加人数 

事業費 

（円） 

助成額 

 （円） 

全県 岩手県漁業士会

大船渡支部内の

新規就業者の能

力向上研修会 

岩手県漁業

士会 

1 月 38 227,772 100,000 

全県 漁業士会総会後

の研修会 

岩手県漁業

士会 

7 月 92 226,506 100,000 

全県 東日本女性漁業

士交流会 

岩手県漁業

士会 

8 月 37 293,077 100,000 

全県 郡別研修会 漁協女性部

連絡協議会 

1 月 580 125,496 100,000 

大船渡 宮城県漁業士会

北部支部との交

流 

岩手県漁業

士会大船渡

支部 

8 月 15 34,010 34,010 

 

 

（４）漁業復興担い手確保支援事業・事務受託（漁業担い手対策推進事業） 

    本県漁業担い手の維持・確保を図るため、被災した若青年漁業者の技能向上・生活の確保及び

新規就業者の確保を内容とする漁業復興担い手確保支援事業について、事業主体である全国漁業

就業者確保育成センターからの委託を受けて一次受入機関である漁協の計画策定・精算事務の指

導を行った。 

  

ア 平成 27 年度新規計画策定指導実績 

事業区分 受入機関数 研修生数 計画事業費（円） 

２ 新規就業者（漁家子弟）確保支援

事業（研修支援 9.4 万円/月） 

26 機関 26 人 61,322,611 

 

３ 新規就業者（未経験者）確保支援

事業（研修支援 9.4 万円/月～18.8 万円/

月） 

17 機関 18 人 73,226,370 

 

４ 資格等習得支援事業（講習会等の

受講料等の支援） 

― 延 68 人 4,500,195 

計 延 43 機関 延 112 人 139,049,176 
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 イ 平成 27 年度精算事務指導実績 

  事業区分 研修生数 精算額（円） 

２ 新規就業者（漁家子弟）確保支援

事業（研修支援 9.4 万円/月） 

53 人 41,245,141 

３ 新規就業者（未経験者）確保支援

事業（研修支援 9.4 万円/月～18.8 万円/

月） 

29 人 32,728,391 

４ 資格等習得支援事業（講習会等の

受講料等の支援） 

延 68 人 4,500,195 

計 延 157 人 78,473,727 
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４ 実 施 結 果 報 告 

1（1）小中学生漁業体験・学習事業 

実施主体 活動内容 場所 時期 参加人数 

高田高等学校 

 

海洋科学コース 

食品科学コース 

 

「岩手県立高田高等学校１日体験入

学」 

本校の教育内容を中学生に理解し

てもらい、中高連携した進路指導を

おこなうことを目的に実施する。 

 

① 海洋科学コース 

Ｃ型艇による操船 

（大船渡湾内） 

② 食品科学コース 

  パン製造及びサンマ味付缶詰製  

造 

 （本校実習場） 

 

①  

大船渡湾

内 

②  

本校施設 

7/31 中学生  

38 名 

 

岩手県漁業士会 

大船渡支部 

 

 

 

 

 

蛸ノ浦小学校 5、6 年生 

 

 

 

 

 

気仙小学校 5 年生 

「漁業担い手確保対策事業」 

管内の小学校などを対象に地域の

漁業について体験を通じてより一層

の理解を深めることを目的とする。 

 

① 蛸ノ浦小学校・新巻鮭づくり             

サケに関する知識を学び、地元で

獲れたサケを使った新巻づくり

を体験する。指導漁業士2名参加。 

② 気仙小学校・新巻鮭づくり 

サケに関する知識を学び、地元で

獲れたサケを使った新巻づくり

を体験する。指導漁業士1名参加。 

①  

大船渡市 

② 

陸前高田

市 

① 11 月 

② 12 月 

 

 

①  

小学生

17 名 

②  

小学生

12 名 
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綾里漁業協同組合 

 

 

清水輪定置網起こし 

 

鮭新巻作り作業 

 

鮭新巻作り仕上げ作業完成 

「大船渡市綾里地区体験学習・少年

水産教室」 

漁業に対する理解と関心を高める

ため、綾里中学校１・２年生を対象

に漁業体験学習を実施した。 

 

① 洋上見学・定置の網起こし体験 

② 「鮭の日」・新巻づくり体験 

① 

綾里小石

浜・清水輪

定置漁場  

② 

綾里漁協

荷捌施設 

① 11/4 

② 11/11・

11/16 

 

①  

中学生

20 名 

その他 

6 名 

計 26 名 

②  

中学生   

22 名 

その他    

14 名 

計 36 名 

 

釜石湾漁業協同組合 

 

 

 

 

 

「平田地区少年水産教室」 

釜石地域の水産業への理解と憧れ

を図るため、釜石市立平田小学校５

年生２８名を対象に、漁業体験学習

を実施した。 

 

① サケふ化放流学習 

サケふ化放流事業及び定置網漁業

等の説明（講義：漁協職員等） 

② サケ加工実習 

サケの塩蔵加工の実施（えら、内

臓除去、洗浄、塩蔵） 

③ サケ加工実習 

サケの塩蔵加工の実施（洗浄、乾

燥） 

①～③ 

平田漁港 

① 12/2 

② 11/25 

③ 12/2 

 

 

 

① 

小学生 

28 名 

その他 

8 名 

計 36 名 

② 

小学生 

28 名 

その他 

9 名 

計 37 名 

③  

小学生 

28 名 

その他 

8 名 

計 36 名 
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三陸やまだ漁業協同組合 

 

 

大浦小学校２回目 

 

轟木・織笠小学校１回目 

「山田町内の小学生を対象とした水

産教室」 

水産業に対する理解と関心を高め

るために管内の小学生を対象に体験

学習（新巻鮭つくり）を実施。 

 

体験学習「新巻鮭つくり」 

第１回目・鮭の解体作業・塩漬け作

業 

第２回目・塩抜き洗浄作業・乾燥準

備作業 

 

① 大浦小学校 

② 織笠・轟木小学校 

 

 

① 

大 浦 荷 捌

き施設 

② 

織 笠 ふ 化

場 

① 11/30・

12/4  

② 11/30・

12/7  

 

①  

大浦小 

学校 

6年生 5名 

計 5 名 

② 

織笠小

学校 

5年生 8名 

6年生 6名 

計 14 名 

 

轟木小 

学校 

5年生 5名 

6年生 5名 

計 10 名 

 

宮古水産高等学校 

 

 

海洋技術科「プランクトン観察」 

 

食品家政科「かまぼこ作り」 

 

食物科「調理実習」 

「平成 27 年度中学生一日体験入

学」 

下閉伊管内を中心とした、中学３年

生を対象とし、校内外の施設見学及び

各科の実習室等において特色を活か

した体験的学習を実施する。この体験

をとおして進路選択の参考にしても

らうとともに、水産業の重要性を伝え

る。 

 

・海洋技術科…海翔体験航海・プラ

ンクトン観察実習 

 

・食品家政科…水産食品加工実習・

手芸制作実習 

 

・食物科…調理体験等 

 

 

岩手県立

宮古水産

高等学校 

7/31 

 

中学生 

229 名 
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津軽石かき養殖組合産直

部会 

 

 

 

 

 

 

磯体験 

 

 

 

 

 

かきの殻むき体験 

「赤前小学校児童・体験学習」 

地域の水産業（かき養殖）等への理

解と関心を高めるため、地域の小学生

を対象に体験学習を実施した。 

 

① 磯体験 

赤前小学校児童を対象に磯の生

物観察を行うと共に、磯の環境・

生態について説明を行った。 

 

② かきの殻むき体験 

赤前小学校児童を対象にかきの殻

むき体験を行ったほか、かき養殖、

水産業全般、環境保全、震災復興

等に係る生産者の思いをインタビ

ューした。 

① 

赤 前 地 区

海岸 

② 

津軽石か

き養殖部

会作業施

設 

① 6/3  

② 11/17  

 

 

① 

小学生

30 名 

その他 

2 名 

計 32 名 

② 

小学生

8 名 

その他 

4 名 

計 12 名 

 

重茂漁業協同組合 

塩漬け作業の様子 

鮭つるし作業の様子 

「重茂小学校新巻鮭づくり体験」 

・新巻づくりの体験学習を通して、

水産業についての理解を深め、地

域の産業である水産業を発展させ

ようとする後継者の育成に資す

る。 

・海を中心とした郷土の自然や環境

と、そこに棲む生物との結びつき

に理解を深め、郷土の自然を愛し、

環境を守ろうとする意識を育て

る。 

 

① ・鮭の解体 

・塩漬け作業 

 

② ・洗い 

・乾燥準備作業 

 

 

① 

里漁港､漁

港 関 連 施

設 

② 

重茂小学

校体育館

脇 

① 12/3  

② 12/10 

 

① 

小学生  

16 名 

その他  

21 名 

計 37 名 

② 

小学生

16 名 

その他 

16 名 

計 32 名 
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種市南漁業協同組合 

 

 

ウニ剥き 

 

 

塩ウニ瓶詰め 

 

「宿戸地区 少年水産教室」 

宿戸地区中学１年生(約 17 人)を対

象に、地区の特産物であるウニ採捕お

よび加工体験の体験学習を通じ、地域

漁業者との交流を深め次代の漁業担

い手育成を図った。 

 

① ウニ採り体験 

② 塩ウニづくり体験 

③ 塩ウニ瓶詰め作業体験 

洋野町宿

戸 

8/2～4 中学生

17 名 

計 17 名 

 

久慈市漁業協同組合 

 

 

屋形定置網起こし見学 

 

 

船上磯観察 

「久喜地区少年水産教室」 

久喜地区 4～6 年生を対象に体験活

動により漁業に対する理解と関心を

高め、漁業担い手の維持確保を図るた

め漁業体験学習を実施した。 

 

① 漁業体験学習 

屋形定置網起こし見学、船上磯観

察、船漕ぎ、ウニ採り、ウニ剥き

体験  

② ・鮭いくらづくり 

・鮭新巻づくり 

  鮭いくらづくり、鮭新巻づくり 

③ ・鮭新巻づくり 

鮭新巻塩洗浄、鮭新巻干し 

①  

久喜港、荷

捌き施設、

屋形定置

漁場 

②  

久喜港、荷

捌き施設、 

③  

久喜小学

校 

① 7/18  

② 11/17 

③ 11/24 

①  

小学生  

34 名 

その他  

57 名 

計 91 名 

②  

小学生

10 名 

その他 

23 名 

計 33 名 

③  

小学生

10 名 

その他 

14 名 

計 24 名 
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（2）水産高校等連携育成事業 

実施主体 活動内容 場所 時期 参加人数 

高田高等学校 

 

 

生態調査(ドジョウ) 

 

生態調査(プランクトン) 

 

アイナメ調査 

 

新商品の試作 

 

缶詰実習 

 

缶詰販売 

「平成２７年度 水産クラブ研究活動」 

水産クラブ研究活動を通じて、水産・

海洋等が抱える問題や、水産・海洋に関

心を持ちながら、自らテーマを設定し、

そのテーマに沿って解決出来る能力を

育成する。 

 

① 【広田湾及び気仙川河口付近におけ

る生態調査及びプランクトン調査】 

気仙川河口付近から下流域における生

息生物を観察した。また、プランクトン

について調査をおこなった。 

 

② 【アイナメの生態調査】 

広田湾内にある漁港において、釣りによ

るアイナメの生態調査をおこなった。 

 

 

③ 【新商品の試作・開発】 

特産品であるエゾイシカゲガイについ

て、地産地消、また更なる消費拡大目指

して新商品の開発に取り組んだ。 

 

①  

気仙川河口付

近～下流域 

②  

広田湾 

 泊漁港 

 大陽漁港 

 後浜漁港 

③  

本校食品実習

場 

① ～③ 

4月～2月 

各 8 名 
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実施主体 活動内容 場所 時期 参加人数 

久慈東高等学校 

 

ホヤ殻 

 

 

 

 

 

ホヤ殻の加工 

「久慈の特産物を利用した新しい水産

加工品の開発」 

今年度、岩手県立久慈東高校総合学科

海洋系列では、全校生徒、職員を対象に

ホヤに関するアンケートを実施し、その

結果以下の点が明らかになった。 

①高校生の約半数がホヤを食べたことが

ない、②高校生の８割以上が嫌い、③ホ

ヤの外部形態を不快に思う高校生が多

い、④食わず嫌いのホヤ嫌いが多い。 

以上の結果を受けて、ホヤの利用拡大

が図れるように「ホヤが苦手な方にも、

美味しく食べられて歩留まり向上も兼

ねた加工品を開発する」ことに取り組ん

だ。 

【ホヤ殻】 

一般的に可食部として消費されている中

身を加工することよりも、ホヤの殻を利

用することを優先して取り組みをした。 

ホヤ殻は、産業廃棄物として処分しなけ

ればならないので、処分にコストがかか

る。ホヤ殻の投棄量を減らす利用方法を

考えた。野菜の根の部分を食用とする「根

菜」のようにホヤの殻の根の部分を食べ

られるかもしれないと考えた。 

【ホヤ殻の加工と食味】 

ホヤの殻の根の部分を削り取り、千切り

にするとアワビに似た食味で、コリコリ

としっかり噛み切れて美味であった。 

【ホヤの殻における根の可食部分の割合】 

久慈産の天然マボヤ生９個体合計の全重

量に対する殻の重量の割合：28％、                

殻重量に対する根の可食部の割合：

26％。個々の殻重量に対する根の可食部

割合は 16％から 35％と個体差が大きか

った。 

【ホヤ殻の根の成分分析】 

根には通常の可食部（身）と比べ、炭水

化物、食物繊維が含まれており、100ｇ

中 4.3ｇ含まれていた。 

【ホヤの殻における根以外の可食部】 

殻の裏に付く膜（筋膜）が、コリコリと

した食感で美味であった。 

【筋膜の利用】 

油で焼く加熱方法が評価が高かった。 

久慈東高等学

校 

 

5 月 

～12 月 

海洋科

学系列

2、3 年

20 名 
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実施主体 活動内容 場所 時期 参加人数 

宮古水産高等学校 

プランクトンネット曳網

（100μｍ目合い） 

採苗器 

 

 

 

 

 

採苗器コレクタについた 

幼生を検鏡中 

付着幼生 9 月 17 日確認 

付着幼生 10 月 1 日確認 

「宮古湾でのカキ天然種苗研究」 

大震災津波により大打撃を受けたマ

ガキ養殖を復興するにあたり、他県から

の種苗購入に頼らず、地元産のマガキを

採苗して地元生まれの地元カキ宮古オ

リジナルブランドの生産を目指して取

り組んだ。 

 採苗地の調査選定から、採苗・育成・

床上げ、本養成 まで、宮古漁協・カキ

養殖漁家・宮古水産振興センター・岩手

医大の皆様からアドバイスを受けなが

ら実施し、9 月に「岩手県水産クラブ研

究発表会」12 月に「宮古地区高校生研

究・意見発表会」そして１月に「課題研

究発表会」でその成果を校内外の皆さん

に発表報告した。 

 5 月から母貝の分布密度調査の後、浮

遊幼生の調査(5～12月)と採苗器への付

着調査(6～11 月)を継続した。実体顕微

鏡を使用してカキ幼生の付着を熱心に

探し、10 月に数個ながら付着を確認で

きた。 

生徒は、校外の方との交流によって自

分たち水産高校生への期待を感じ、天然

稚貝生存条件の複雑さ、緻密な継続調査

とデータ蓄積の大変さを経験・理解した

ことで漁業を身近に感じ、興味関心を高

めることができた。今年度の課題を大切

にして、今後もカキ養殖についての調査

研究を継続したい。 

 

【講師名】 

指導漁業士：飛鳥方 克吉 

宮古漁業協同組合：芳賀 徹 

宮古水産振興センター：野呂 忠勝 

岩手医科大学：松政 正俊 

宮古湾 9 月 

～1 月 

13 名 
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（3）漁業志向青年等体験学習事業 

行 事 名 宮古地区体験漁業実施事業 

実 施 主 体  宮古市漁業就業者育成協議会 参加者数 合計 2 名 

総 事 業 費   １２４，９４０円 うち基金助成額      １２４，９４０円 

事業の目的 漁業就業を志向する青年等を対象とした漁業体験を実施し、漁業就業意識を高める。 

実施時期、

場所、参 

加者等 

〇養殖漁業体験事業第１回 

【日時】 平成 28 年 1 月 15 日～1 月 16 日 

【場所】 宮古市内の養殖漁業、及びこれらに付随する漁港及び陸上作業施設等 

【参加者】漁業就業者（0 人） 

〇養殖漁業体験事業第２回 

【日時】 平成 28 年 1 月 22 日～1 月 23 日 

     ※暴風雪の影響で平成 28 年 1 月 29 日～1 月 30 日に延期 

【場所】 宮古市内の養殖漁業、及びこれらに付随する漁港及び陸上作業施設等 

【参加者】漁業就業希望者（計 2 人） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容 

（結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当協議会で養殖漁業の漁業体験を企画し、漁業就業を希望または検討する者を対象

に公募を行い、青年漁業士・指導漁業士の指導の下、希望する漁業種類の漁業体験を

実施した。 

 

〇ホタテ養殖漁業体験 

【日時】 平成 28 年 1 月 29 日（金）5：00～10：00 

【場所】 日出島漁港、養殖施設（海上）、及び陸上作業施設 

【参加者】1 名 

【内容】 ホタテガイの漁獲、集荷の各作業 

 

 

 

 

 

 

 

                     

1 月 29 日水揚作業（日出島養殖漁場）     1 月 29 日水揚作業（日出島漁港） 

 

 

 

 

 

 

 

                     

1 月 29 日 付着物除去（日出島漁港） 
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事業内容 

（結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇カキ養殖漁業体験 

【日時】 平成 28 年 1 月 29 日（金）7：00～15：00 

【場所】 宮古港（高浜）、養殖施設（海上）、及び陸上作業施設 

【参加者】1 名 

【内容】 カキ漁獲、カキむき、出荷の各作業 

 

 

 

 

 

 

 

           1 月 29 日 水揚作業（高浜養殖漁場） 

 

 

 

 

 

 

 

1 月 29 日カキ剥き（高浜カキ処理施設）  1 月 29 日出荷作業（高浜カキ処理施設） 

 

〇ワカメ・コンブ養殖漁業体験 

【日時】 平成 28 年 1 月 30 日（金）7：30～11：30 

【場所】 音部漁港、養殖施設（海上）、及び陸上作業施設 

【参加者】1 名 

【内容】 ワカメ・コンブの間引き作業 

 

 

 

 

 

 

                     

1 月 30 日漁具装着（音部養殖漁場）    1 月 30 日ワカメ間引作業（音部養殖漁場） 

 

 

 

 

 

 

 

                     

1 月 30 日早取りワカメ出荷（音部作業施設） 1 月 30 日採苗器作成（音部作業施設） 
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3（1）研究グループ等活動事業 

ア 研究実践活動 

課 題 名 マガキ天然採苗試験 

実 施 主 体  広田湾漁業協同組合青壮年部米崎支部 
構成員数 

（うち参加者数） 

10 名 

（10 名） 

総 事 業 費   ２８５，１２０円 うち基金助成額      ２８５，１２０円 

事業の目的 
マガキ種苗の安定確保に資するため、広田湾内でのマガキ天然採苗の可能性を探るこ 

とを目的とする。 

材料及び方法等 

【材料】 採苗器（ホタテ殻）、プランクトンネット 

 

【方法】 広田湾内において、７月から９月にかけて採苗器を垂下し、マガキの付着

稚貝数を計数。また、同時期にプランクトンネットを用いてカキの浮遊幼

生（ラーバ）を採取し計数。 

   

【場所】 米崎・小友地区（付着調査）、広田地区（付着調査、ラーバ調査） 

 

【参加者】広田湾漁協青壮年部米崎支部、漁協、大船渡水産振興センター 

水産技術センター 

 

  

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

１ 米崎・小友地区 

  7/31、8/10、8/17 に２箇所（沼田岸壁、脇ノ沢岸壁）に採苗器をそれぞれ垂下し

たところ、殻１枚あたり 20～30 個の稚貝を確認。 

  また、8/1、8/19 に１箇所（両替岸壁）に採苗器を垂下したところ、殻１枚あたり

数個から 15 個程度の稚貝を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 調査地点 

 

写真１ 採苗器垂下状況 

沼田岸壁 脇ノ沢岸壁 

両替岸壁 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 広田地区 

（１）付着調査 

   7/28、8/5、8/19、9/2、9/17 に６箇所（大陽岸壁、越田岸壁、後浜岸壁、アワ

ビセンター岸壁、養殖施設（２箇所））にそれぞれ垂下したところ、８月から９月

に付着のピークがみられ、最大で１枚あたり平均 734 個の付着を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 調査地点           写真２ 採苗器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 各調査地点の稚貝付着数 

大陽岸壁 

越田岸壁 

ｱﾜﾋﾞｾﾝﾀｰ岸壁 

後浜岸壁 

養殖施設（大陽） 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ラーバ調査 

   7/7、7/23、8/6、8/24、9/3、9/17 に３箇所（越田、大陽、種場）でそれぞれ採

取したところ、８月にピークがみられ、最大で 35 個/100ℓのラーバ数を確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 調査地点          写真３ ラーバ採取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 各調査地点のラーバ数 

 

 本調査は昨年度から調査を行ってきたところであり、昨年度はマガキ稚貝の付着が

ほとんどみられなかったが、今年度は多数の付着が確認できた。 

また、今年度からラーバ調査を新たに実施したところであるが、浮遊幼生の発生の

ピークの時期も併せて確認できた。 

採苗の場所と時期について、再現性を確認するため、来年度も引き続き同様の調査

を実施する予定である。 
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課 題 名 エゾイシカゲガイ採苗技術開発試験 

実 施 主 体  釜石湾漁業協同組合青年部 
構成員数 

（うち参加者数） 

24 名 

（12 名） 

総 事 業 費     ２８６，２４４円 うち基金助成額     ２２９，０００円 

事業の目的 

釜石湾漁業協同組合青年部は、市場価格の低迷等により漁業者の経営状況が

不安定な状況にあることから、安定した単価が見込まれるエゾイシカゲカイ養

殖試験を震災前から取り組んでいる。 

当青年部は、平成 26 年 3 月から採苗試験を再開し、平成 26 年度は湾内の採

苗適地を概ね把握したほか、垂下水深は 5ｍが適当であること、また、蓋網の目

合いは採苗数に大きく影響しないことを把握した。  

本年度は、平成 26 年採苗群（H26 採苗群）の漁場別の成育状況を把握すると

ともに、平成 27 年 3 月に設置した新たな採苗器への加入状況（H27 採苗群）に

ついて調べることを目的とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【普及の内容・特徴】 

＜試験区Ⅰ＞ 

 H26 採苗群の漁場別の成育状況を把握するため、2 漁場（平田漁場・白浜浦漁場）に、

稚貝を収容したタライを垂下し、分散時に採苗器あたりの個体数、重量、殻長を計測し

た。 

 当試験区の回収個体数、平均殻長及び新規加入状況を表２に示した。H26 採苗群（採

苗数 1,354 個、殻長 14.6mm）は、1～3 次分散を経て、4 次分散時（平成 28 年 3 月）

に 1,140 個確保した。サイズは平均殻長 51.6mm、平均重量 38.0g/個であった。垂下漁

場別の平均殻長は、平田漁場が 51.1mm、白浜浦漁場が 52.3mm であり、成長に顕著

な違いは認められなかった（図 1）。 

 3 次分散時（平成 27 年 10 月）に H26 採苗群に混じって、新規加入個体（H27 採苗

群）を確認した。個体数は 25 個（1 個/ﾀﾗｲ）と少なく、サイズは平均殻長 11mm と H26

採苗群に比べて小さい傾向が認められた。 

＜試験区Ⅱ＞ 

平成 27 年 3 月に新たに 2 漁場に投入した採苗器の加入状況を把握するため、同年 10

月に採苗器毎の個体数、重量、殻長を調べた。 

当試験区の回収個体数、平均殻長及び新規加入状況を表２に示した。H27 採苗群の

採苗数は 116 個（2.9 個/ﾀﾗｲ）であり、H26 採苗群の 104 個/ﾀﾗｲを大きく下回った。ま

た、サイズは平均殻長 11.8mm であり、H26 採苗群（14.6mm）より小さい傾向が認め

られた。採苗状況を漁場別にみると、平田漁場が 4.1 個/ﾀﾗｲ、白浜浦漁場が 2.6 個/ﾀﾗｲ

であり、垂下場所による違いが見られたほか、垂下水深別にみると水深 5m が 3.4 個/ﾀ

ﾗｲ、水深 10m が 2.5 個/ﾀﾗｲと水深 5m の方が多く、平成 26 年度の採苗試験を裏付ける

結果となった。 

【成果・活用】 

 採苗状況は、採苗器の垂下場所及び垂下水深に大きく影響すること、また、年により

大きく変動することが分かった。また、その後の殻長の推移は２漁場で顕著な違いは認

められなかったことから、垂下場所は成長に大きく影響しないことが示唆された。 

今後は、安定的に種苗を確保する技術のほか、採算性や販売方法等を確立し、漁業者

に普及していく。 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２ H26 採苗群（平成 28 年 3 月） 

 

表１　作業ｽｹｼﾞｭｰﾙと分散密度

試験区 分散作業 H26.3 H26.9 H27.3 H27.10 H28.3

内容 1次分散 2次分散 3次分散 4次分散

分散密度（個/ﾀﾗｲ） 70 70 40 40

内容 - - 1次分散 2次分散

分散密度（個/ﾀﾗｲ） - - 100 50

Ⅰ

Ⅱ

採苗器投入

採苗器投入

表２　回収個体数、平均殻長及び新規加入状況

試験区 採苗群 項目 H26.3 H26.9 H27.3 H27.10 H28.3

個体数（個） - 1354 1408 1132 1140

重量（g） - 1306 13399 31363.0 43373

平均殻長（mm） - 14.6 34.1 46.3 51.6

新規加入状況
（個/ﾀﾗｲ）

- 104.0 - - -

個体数（個） - - - 25 -

重量（g） - - - 15.0 -

平均殻長（mm） - - - 11.0 -

新規加入状況
（個/ﾀﾗｲ）

- - - 1.0 -

個体数（個） - - - 116 97

重量（g） - - - 69.0 592

平均殻長（mm） - - - 11.8 27.2

新規加入状況
（個/ﾀﾗｲ）

- - - 2.9 -

Ⅱ

H27採苗群

H26採苗群

Ⅰ

H27採苗群
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課 題 名 未利用資源を利用した加工品・料理の開発 

実 施 主 体  
釜石湾漁業協同組合白浜浦女性部 

魚食普及研究グループ 

構成員数 

（うち参加者数） 

93 名 

（15 名） 

総 事 業 費     ３６８，１９０円 うち基金助成額     ３００，０００円 

事業の目的 

地元で取れる海産物・養殖生産物を利用して加工品等を作り将来、規格外品等の

活用と加工品の販売ができる体制を検討する。また、震災後、停滞していた魚食普

及活動を行い女性部活動の拡大に取り組む。 

 

 

 

材料及び方法 

 

 

 

釜石湾漁協白浜浦支所で養殖または生産されるワカメ、ホタテガイ規格外品、

ムラサキイガイ等の海藻・貝類や漁協自営定置、カゴ漁業等で漁獲されたサバ、

イナダ、ドンコ等の規格外・低価格品の魚介類を使用して次の項目を検討、実施

した。 

１ 加工品の試作 

  月 1 回程度のペースで、主に養殖から出る規格外品または未利用の介藻類等

を利用して加工品の試作、試食による評価を調査し、規格外品等の利用拡大を

検討する。 

２ 魚食普及活動 

  女性部未加入の若い人や高齢者等に調理方法伝授や加工品の試食を通じて魚

食普及と地域住民の交流を図る。 

３ イベント等での加工品提供 

  市内で開催されるイベント等で、試作加工品を提供し、漁業関係者以外の一

般の評価を調査し、加工品の改良を行い、販売・商品化の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年に釜石湾漁協白浜浦女性部内の組織として「魚食普及研究グループ（以

下、研究Ｇ）」を立ち上げた。 

研究Ｇの設立目的は、白浜浦地域の養殖漁業、採介藻漁業で採れた貝藻類と漁協

自営定置、カゴ等の漁船漁業で漁獲された魚介類のうち、主に規格外品、未利用品、

市場で低価格扱いの魚類を有効利用し、将来、女性部活動として加工品等の販売が

できる体制・基盤づくりとした。併せて、地域の高齢者や女性部未加入者を対象に、

活動を通して調理方法の伝授や試食による魚食普及・地域活性化と、市内外のイベ

ント等を通した魚食普及も目的とした。 

平成 27年 5月から活動を開始し、平成 28年 3月まで料理、加工品の試作、魚食

普及活動、イベント等へ出店を行った。 

 

【実施状況】 

◆加工品の試作 

・白浜浦地域で 10 回の料理実習を開催し、規格外品または未利用品の介藻類等

利用を主とした料理・加工品を試作した。 

・料理実習で使用した素材、料理は別表のとおり。素材は、ワカメの消費拡大、
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規格外サイズのホタテガイ（ヒモ部分の利用を含む）、養殖施設に付着する未

利用品のシュウリ、アカザラガイ、定置網で漁獲され低価格で取引されるイナ

ダ（ショッコ）、サバ等の有効利用や利用拡大を進めることを目指し使用した。 

・調理した料理・加工品は地域住民等に試食していただき、試食後アンケート調

査も実施し評価を確認した。 

◆魚食普及活動 

・白浜浦地域の女性部未加入者や高齢者等を対象として調理方法伝授や加工品等

の試食を通じて魚食普及と地域住民の交流を図った。 

・特に白浜浦地域も住民の高齢化、漁業の廃業が進み、高齢者宅等は地域水産物

を食す機会も減少している。このことから、女性部の魚食普及活動による料理

を提供し、住民交流が図られることによる地域活性化の一助とした。 

・料理の調理および試食による交流では、白浜浦地域の震災後のコミュニティの

現状を調査している岩手大学人文社会学部・杭田ゼミ（杭田准教授、ゼミ生）

が定期的に参加し、魚食普及を通した交流を図った。 

◆イベント等での加工品提供 

 ・平成 27年 10月に開催されたいわての浜料理選手権は、研究 Gの活動として参

加した。出品料理は、ホタテガイの貝柱、ヒモを利用した「ホタテフランク」

とした。 

 ・いわての浜料理選手権に出品した「ホタテつくね（改名）」をブラッシュアッ

プして、釜石市主催の冬の味覚フェスティバルに出店し、試験販売とアンケー

トを実施した。 

   ☆開催日 平成 28年 1月 16日～1月 17日 

   ☆出品料理 「ホタテつくね」・・・200本試験販売 

         「ライスコロッケ（ホタテ入り）」・・・177個試験販売 

 ・いわて銀河プラザ（東京都）で開催された釜石市水産物 PR イベント（釜石市

事業）へ岩手大学釜石サテライト指導のもと、試作したワカメの加工品の対面

販売を実施した。 

   ☆開催日 平成 28年 2月 29日～3月 1日 

   ☆出品加工品 「わかめの芯ちゃん（中芯の佃煮）」・・・227個販売 

   ☆本取組では、製造、パッケージ、対面販売までの一連の流れを実施。 

 

【課題と今後の取り組み】 

 ・加工品開発における規格外品、未利用品を利用した原材料の確保調達 

   → 原材料確保に向けた取り組みは、女性部のみで解決できる課題ではない

ことから、料理・加工品の開発に引き続き取り組みながら、漁協と連携

して検討していく。 

 ・地域外における魚食普及活動の取り組み拡大 

   → 今年度の活動から地域内のみでの魚食普及活動は、メンバーの固定化、
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加者の減少等が感じられた。また、魚食普及という観点から地域外で

の取り組みが必要と感じられた。 

→ このことから新たな取り組みとして、内陸部の農協女性部等を対象とし

た料理を通した交流・連携を検討し、魚食普及活動を拡大させる。 

 ・加工品製造に係る場所の確保および各種許可取得 

   → 釜石冬の味覚フェスティバルには臨時営業許可を取得し出店。次年度以

降も引き続き継続する。 

   → いわて銀河プラザに出品したワカメ加工品製造は、釜石女性部施設（許

可取取得済み）を借用して実施した。 

→ 白浜浦地域内の施設は、現状では加工品製造に係る食品営業許可の取得

は難しいことから、引き続きイベント等での臨時営業許可による出店、

試験販売を継続しながら、漁協、県と連携し情報収集を行う。 

 

【今年度成果】 

事業開始当初は、加工品の販売までを検討することとしていたが、活動を通して

研究 G内に加工品等の製造・販売への意欲が高まり、また、岩手大学を始めとした

関係機関の協力もあり、イベントでの試験販売、加工品製造から販売までの一連の

流れに取り組むことができた。 

魚食普及活動も今年度の取り組みを踏まえ、内陸部や農業などの異業種との連携

交流に取り組む意欲が高まっている。 

【平成２７年度活動記録】 

活動日 参加人数 活 動 内 容 
5/17 27 第 2 回料理実習 
6/21 27 第 3 回料理実習（岩手大学 4 名参加） 
7/19 12 第 4 回料理実習（岩手大学等 4 名参加） 
8/20 4 打ち合わせ（第 5 回料理実習） 
9/20 14 第 5 回料理実習（岩手大学 4 名参加） 
10/4 6 第 6 回料理実習（いわての浜料理選手権打ち合わせ及び試作） 

10/25 11 第 7 回料理実習（いわての浜料理選手権打ち合わせ及び試作） 
10/29 7 いわての浜料理選手権出場（優秀賞） 
11/22 11 第 8 回料理実習（岩手大学 3 名参加） 
12/10 5 研究グループ等活動事業打ち合わせ 
12/13 4 第 9 回料理実習（釜石冬の味覚フェスティバル打ち合わせ及び試作） 

H28/1/11 11 第 10 回料理実習（釜石冬の味覚フェスティバル打ち合わせ及び試作） 
1/14 7 釜石冬の味覚フェスティバル打ち合わせ及び出店準備 
1/16 10 釜石冬の味覚フェスティバル出店 
1/17 8 釜石冬の味覚フェスティバル出店 
1/18 3 釜石冬の味覚フェスティバル活動事後処理 
1/23 3 銀河プラザ販売イベントの打ち合わせ（販売イベント：釜石市事業） 
1/27 1 銀河プラザ販売イベントの打ち合わせ 
2/2 1 銀河プラザ販売イベントの出品に関する打ち合わせ 
2/5 8 第 11 回料理実習（銀河プラザ販売イベント打ち合わせ及び試作） 
2/6 8 第 11 回料理実習（銀河プラザ販売イベント打ち合わせ及び試作） 

2/11 3 銀河プラザ販売イベントの準備（パッケージシール作成） 
2/28 3 銀河プラザ販売イベント（移動・準備） 
2/29 3 銀河プラザ販売イベント（実施） 
3/1 3 銀河プラザ販売イベント（実施・移動） 

延べ参加 
人数 

200 （5/17 以降） 

 ※第 1回料理実習は平成 27年 4月 12日に実施（事業対象外） 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【料理実習の素材および料理】 

※第 1回料理実習は平成 27年 4月 12日に実施（事業対象外） 

 

活動日 項目 素材 料理 

H27/4/12 第 1 回料理実習 ワカメ 白和え/スープ/ワカメと筍のお寿司 

5/17 第 2 回料理実習 ワカメ 中芯入りパウンドケーキ 
  

 
アカザラガイ 炊き込みご飯 

  
 

ホヤ ホヤのキムチ和え 

6/21 第 3 回料理実習 ホタテガイ クリームパスタ/つみれスープ 
  

 
ひじき ひじき入りサラダ 

7/19 第 4 回料理実習 ホタテガイ 餃子/マリネ/スープ 
  

 
アカザラガイ アカザラご飯 

9/20 第 5 回料理実習 イナダ 魚のピーマン詰め 
  

 
ホタテガイ ロールキャベツ 

  
 

ドンコ、サバ すり身汁 
  

 
シュウリ シュウリご飯 

10/4 第 6 回料理実習 ホタテガイ クリームコロッケ/ホタテフランク 

10/25 第 7 回料理実習 ホタテガイ ホタテフランク 

  
 

シュウリ ピラフ 
  

 
アカザラガイ ボールスープ 

11/22 第 8 回料理実習 イナダ さつま揚げ風揚げ物 

  
 

サバ カレー焼き 

  
 

サケ 粕汁 

12/13 第 9 回料理実習 ホタテガイ ホタテフランク 
  

 
ﾎﾀﾃ、ｱｶｻﾞﾗ、ｲｶ ライスコロッケ 

H28/1/11 第 10 回料理実習 ホタテガイ つくね 

  
 

ﾎﾀﾃ、ｱｶｻﾞﾗ、ｲｶ ライスコロッケ 

2/5 第 11 回料理実習 ワカメ 中芯の佃煮 

【料理実習アンケート結果】 

平成 27 年 4 月 12 日 第 1 回料理実習アンケート結果 

ワカメと筍のお寿司 

筍柔らかくておいしかった/筍にも味が付いていて美味しかった 

さっぱりして美味しい/御飯が少し柔らかい/御飯はもう少し固めがいい 

油揚げの味が少し薄い/筍を細かく切った方がいい 

ワカメの白和え 

味噌とマヨネーズを混ぜるのにビックリ/あっさりしていて良かった 

この材料と作り方なら試したい/簡単に作れるので良かった 

マヨネーズと白ゴマがクルミの代用できて良かった 

餡が少し柔らかい/砂糖の味が足りない/クルミ使えばなお良かった 

ワカメのスープ 

軽い味で良かった/美味しく胡椒が良かった/少し胡椒が効きすぎていた 

ネギは丸輪切りの方がいいかな 

調味料は万能だが、しっかりした出汁を取るのも良いかも 

※ 参考資料：第 1回料理実習は事業対象外として実施 

 

平成 27 年 9 月 20 日 第 5 回料理実習アンケート結果 

魚のピーマン詰め 
肉詰めと思っていたが、工夫次第で魚料理に変身 

塩分控えめでヘルシー/少し薄味、マヨネーズ足したらいいか 

ホタテ入りロールキャベツ 

美味しかった/塩分控えめでとてもヘルシー 

肉料理と思っていたが、工夫次第で魚料理に変身 

キャベツが固かった/白菜でも食べ比べしてみたらいい 

すり身汁（つみれ汁） 

材料が直前まで分からなかったが、何とかまとめることができた 

つみれ汁美味しかった/つみれの出汁は初めての美味しさ 

未利用魚をすり身にすると活用できることがわかった 

元の魚の風味がするように工夫すると美味しくなると思う 

シュウリの御飯 
最も良かったのはシュウリ御飯/御飯は少々固め 

シュウリ貝等の出汁を入れて、炊き込みご飯の素にしても良いかも 
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【試験販売アンケート結果（1/16,17 釜石冬の味覚フェスティバル）】 
 

  
【 海の幸ライスコロッケ 】 【 ホタテのつみれ焼き 】 

感想 

美味しい 30 34 

普通 0 0 

美味しくない 0 1 

食感 

良い 29 30 

普通 1 4 

悪い 0 1 

価格 

安い 13 9 

高い 1 4 

普通 11 22 

その他 

もう一度食べたい 28 29 

どちらとも言えない 2 6 

食べたくない 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【魚食普及活動】 

  日時：平成 27 年 10月 25 日 

  内容：加工品の試作および魚食普及活動（岩手大学・杭田准教授外学生 2名も参加） 
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【いわての浜料理選手権】 

  日時：平成 27 年 10月 29 日 

  内容：加工品の試作品を“浜料理選手権”に出品 

【かまいし冬の味覚フェスティバル】 

  日時：平成 28 年 1月 16 日 

  内容：加工品の試作品を“冬の味覚フェスティバル”に出品 

      出品料理 ホタテ入りライスコロッケ、ホタテのつくね 
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【銀河プラザ PR販売イベント（岩手大学主催）】 

  日時：平成 28 年 3月 1 日 

  内容：加工試作品を試食および試験販売 

      出品料理 ワカメ茎の佃煮 
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課 題 名 マガキシングルシードの養殖方法検討 

実 施 主 体  新おおつち漁業協同組合青年部 
構成員数 

（うち参加者数） 

17 名 

（8 名） 

総 事 業 費     １８９，８７７円 うち基金助成額     １８９，８７７円 

事業の目的 
本県沿岸では養殖事例の少ないマガキシングルシードについて、大槌地先で１年物

（未産卵）ガキの養殖方法および出荷の可能性を検討する。 

 

 

 

材料及び方法等 

 

 

 

１ 材料 

  岩手県水産技術センター（以下、水技セ）が人工採苗により生産し、県内の要望

漁協に無償提供したマガキシングルシード種苗（平均殻高 6.83mm、平均体重 0.12

ｇ）を使用した。 

 

２ 方法 

（１）付着防除剤の使用 

  ムラサキイガイ等の付着生物の付着防除に効果があると言われているシリコン系

付着防除剤の効果を検討するため、6 月 22 日にホタテネット（1 分、2 分、4 分）

へ、シリコン系付着防除剤を塗布し、本試験のカキ養成に使用した。塗布の方法は、

コンテナに付着防除剤を入れ、ホタテネットを浸漬し取り上げ、数日間、十分に乾

燥させた。 

（２）試験海域 

  大槌湾地先（一区第 208 号組合前） 

（３）仮養成の開始（本事業開始前の準備） 

  4月 16日に水技セが用意したホタテネットにマガキシングルシード種苗を 1カゴ

300 個入れで、1 連あたりカゴを 4～5 段として試験海域に垂下した。仮養成は 7 月

24 日まで実施し、1 段目(最上段)と 3 段目を計測した。 

（４）カゴ目合、カキ収容密度、分散時期の検討 

  7 月 24 日に、仮養成中のマガキシングルシード種苗を回収し、ホタテネット 1 分

目合の 1 カゴ当りの収容密度を 50 個/カゴ、100 個/カゴと、2 分目合の 100 個/カゴ

に調整し、カゴ 4 段を１連として養殖試験を行った。開始後、以下の設定で、3～4

ヵ月間隔で計測とカゴ換え・分散作業を行った。 

試験区 7 月 24 日 

仮養成→分散 

11 月 4 日 

計測のみ 

平成28年2月22日 

分散(カゴ換え) 

100 個/カゴ 収容密度 100 個 100 個 30 個 

カゴ目合 1 分 1 分 2 分 

100 個/カゴ 収容密度 100 個 100 個 30 個 

カゴ目合 2 分 2 分 4 分 

50 個/カゴ 収容密度 50 個 50 個 15 個 

カゴ目合 1 分 1 分 2 分 

  本試験では収容密度の検討と本養成におけるカゴ換え・分散の時期を検討した。 

（５）1 年物（未産卵）ガキの評価 

成育状況から 1 年物ガキとしての出荷時期を検討し、殻付きガキを扱う業者の評

価を確認する計画であったが、種苗配布の時期が 7 月となり、1 年物ガキとしての

出荷は、平成 28 年 5 月以降となることから本試験の実施は見送った。 
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（１）付着防除剤の使用 

11 月と 2 月のカキ計測時に、カゴに対する付着生物を確認したところ、11 月は

付着は確認されなかったが、カゴ内のカキにはムラサキイガイ等の付着が確認され

た。2 月はカゴに海藻等の付着が確認された（付着した海藻等の重量は欠測）。この

ことから、付着防除剤は、カゴに対して 3 ヵ月間は付着防除の効果は確認されたが、

7 ヵ月後にはその効果は薄れていることが確認された。 

  

（２）仮養成の開始（本活動事業開始前の準備） 

4 月に提供された種苗は、平均殻高 6.83mm、平均個体重量が 0.12ｇであったが、

7 月 24 日の計測（分散）時には、平均殻高が 30.55 ㎜、平均個体重量が 3.77ｇに成

長していた。 

  4 月 7 月 

殻高（㎜） 6.83 30.55  

殻長（㎜） 5.25 26.26  

個体重量（ｇ） 0.12 3.77  

 

（３）カゴ目合、カキ収容密度、分散時期の検討 

【カゴ目合いの検討】 

  1 カゴあたり 100 個入れの 1 分目合いのカゴと 2 分目合いのカゴの本養成を平成

27 年 7 月 24 日から開始した。平成 28 年 2 月 22 日には、平均殻高は 1 分目合いカ

ゴ試験区が 74.7mm、2 分目合いカゴ試験区が 76.0mm であった。また、平均個体

重量は、1 分目合い試験区が 49.8ｇ/個、2 分目合い試験区が 53.1ｇ/個であった。こ

れらの結果より、両試験区の値には大きな差は認められなかった。  

これまでの知見により、カキの成長に伴い網の目に食い込むことが判っていたた

め、食い込みの可能性が低い 1 分と 2 分の目合いの試験区としたが、今回の結果で

は両試験区とも網目への食い込みは確認されなかった。このことから、殻高 30mm

程度で養殖を開始する場合には、カゴ内の海水交換がより良い 2 分目合いのカゴで

養殖を開始することが最適であると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ カゴ目合い別の平均殻高の推移         図２ カゴ目合い別の平均個体重量の推移 

 

【カキ収容密度】 

  1 分目合いのカゴに、1 カゴあたり 50 個と 100 個を入れて本養成を平成 27 年 7 月

24 日から開始した。平成 28 年 2 月 22 日には、平均殻高は 50 個/ｶｺﾞの試験区が

88.3mm、100 個/ｶｺﾞの試験区が 74.7mm であった。7 月から 11 月までは両試験区と

も著しく成長したが、11 月以降は、50 個/ｶｺﾞ試験区は緩やかに成長し、100 個/ｶｺﾞ
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試験区は停滞した。 

また、平均個体重量は、50 個/ｶｺﾞの試験区が 74.9ｇ/個、100 個/ｶｺﾞの試験区が 49.8

ｇ/個であった。平均殻高の推移と同様に、両試験区とも 11 月までは著しく成長し、

11 月以降は、50 個/ｶｺﾞ試験区は著しく成長し、100 個/ｶｺﾞ試験区は緩やかに成長し

た。 

これらの結果より、試験開始の 7 月から 11 月までは両試験区に大きな差は認めら

れなかったが、11 月以降、殻高、個体重量とも 1 カゴの収容密度 50 個の試験区が

高い値であったことから、殻高 30mm 程度で養殖を開始する場合には、1 カゴあた

り 50 個の収容密度が最適であると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 収容密度別の平均殻高の推移        図４ 収容密度別の平均個体重量の推移 

 

【分散時期の検討】 

各試験区の1カゴあたりの付着物量およびカキ重量を11月計測時の付着物除去の

有無で比較してみた。2 月分散時での付着物量は、除去なし群が 1,532～2,287ｇ、

除去あり群が 205～322ｇであった。このことから、夏季から秋季に付着した付着物

は冬季にかけて順調に成長し、秋季から冬季は新たな付着が少なかったと考えられ

る。一方で、付着物除去の有無によるカキ重量に大きな差は見られなかった。 

また、11 月及び 2 月の計測時点で、目視によりカキ及びムラサキイガイ等の付着

生物の成長により、試験に使用したカゴ（ホタテネット）の収容密度の許容範囲を

超えていると考えられた。 

このことから、今回の試験結果では付着物によるカキの成長に大きな影響は少な

いと考えられるが、カキの成長および付着物量がピークとなる秋季に分散カゴ換え

を実施するのが最適であると考えられた。 

【その他】 

今回の分散カゴ換えでは、目合いの変更とともに収容密度を設定の 50％にしてい

たが、50 個/ｶｺﾞ試験区でも 2 月時点で、目視により収容密度の許容範囲を超えてい

ると思われたことから各試験区とも設定の 30％に変更した。 

今後は、2 月に実施した分散カゴ換え後の成長を確認し、産卵前の春季から夏季

の出荷可能性について継続する予定である。 
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図５ 試験区別の 1 ｶｺﾞあたりカキ重量の推移     図６ 試験区別の 1 ｶｺﾞあたりのカキ重量の推移 

   （11月計測時の付着物除去なし）          （11月計測時の付着物除去あり）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 試験区別の 1 ｶｺﾞあたり付着物量の推移     図６ 試験区別の 1 ｶｺﾞあたりの付着物量の推移 

   （11月計測時の付着物除去なし）          （11月計測時の付着物除去あり） 
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【仮養成】 

日時 平成 27 年 4 月 16 日 

備考 事業実施前。ネット等の資材は水産技術センター提供（ネットに種苗を入れて配布） 
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【試験開始－本養成】 

日時 平成 27 年 7 月 24 日 

内容 仮養成種苗を測定し、試験設定による本養成を開始。 
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【計測】 

日時 平成 27 年 11 月 4 日 

内容 成育状況確認のための計測 
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【分散－カゴ換え】 

日時 平成 28 年 2 月 22 日 

内容 計測と分散を行い、カゴ換えにより再度、試験海域に垂下（本養成を継続中） 
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課 題 名 養殖試験（マボヤ人工採苗技術導入試験） 

実 施 主 体  大沢養殖研究会 
構成員数 

（うち参加者数） 

10 名 

（6 名） 

総 事 業 費     ３６２，３３０円 うち基金助成額     ３５０，０００円 

事業の目的 大沢地区でマボヤ人工採苗技術を確立して安全な種苗を確保する 

 

 

実施時期、

場所、参 

加者等 

 

 

【時 期】平成 27年 11月 26日（交付決定日） 

平成 27年 12月 25日 （資材準備・発注） 

平成 28年 1月４日 （親ホヤ仕立て開始） 

平成 28年 1月 13日 （人工採苗実施） 

     平成 28年 1月 26日 （採苗器の沖出し） 

【場 所】山田町大沢地区作業保管施設（中村敏彦作業所） 

【参加者】阿部豊、中村敏彦、箱石寛幸、福士清和、佐々木康浩、福士学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１月４日に山田湾内の漁業者から種苗用親ホヤ 120 個を購入するとともに、会員の

作業保管施設に１トン水槽や照明施設を設置し、順次、水産技術センターのマボヤ

人工採苗マニュアルに準じた採苗器（1,000ｍ）の準備や仕立て（産卵抑制）を行っ

た。 

・１月 13日に照明を使用した人為的に産卵誘発を行う方法で人工採苗を実施した。 

・十分な放卵放精を目視にて確認後、洗浄濾過した受精卵を採苗用水槽に投入した。

水産技術センターのマニュアルでは、顕微鏡を用いて受精卵の計数作業を行い、適

度な受精卵収容密度に調整することが推奨されているものの、本会では顕微鏡を保

有していないことから、本会独自の手法としてタンク内の８割程度の海水を濾過し、

受精卵を採苗用水槽へ投入した。 

・１月 26日に採苗器（1,000ｍ）の沖出しを行い、種苗の中間育成を開始した。 

・今後は、７月頃に中間育成中の採苗器へ付着状況を観察し、ユウレイホヤやムラサ

キイガイなどの付着生物の除去作業を行いながら、10月頃に本養成用ロープに巻き

込みを行う予定である。 

・今回本会では、顕微鏡を使用しない独自の採苗方法で取り組んだことから、成功の

鍵は十分に成熟した親ホヤの確保・仕立てが重要なものとの認識が深まった。 

・今後も継続して、マボヤの人工採苗に取り組んでいく計画である 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大沢養殖研究会ホヤ採苗器材】 

      

      

   

     

親ホヤ 

採苗タンク 

ヒーター 

エアレーション 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大沢養殖研究会ホヤ採苗器材】 

   

      

     

     

配管 ＬＥＤ 

シュロ縄 

ヒーター ガーゼ、採苗器 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大沢養殖研究会ホヤ採苗】 

    

    

    

    

 



42 

 

課 題 名 宮古湾マガキ天然採苗試験 

実 施 主 体  宮古漁業協同組合青壮年部 
構成員数 

（うち参加者数） 

37 名 

（11 名） 

総 事 業 費     １２１，０６７円 うち基金助成額     １２１，０６７円 

事業の目的 
事業規模での天然採苗試験に取り組み、宮古湾でのマガキ地場採苗の実現可能性を把

握するとともに、採苗技術の確立に必要な知見を得る。 

実施時期、

場所、参 

加者等 

【実施時期】 平成 27 年 7 月 21 日～平成 28 年 3 月 18 日 

【場  所】 岩手県宮古市宮古湾 

【参 加 者】 部員 11 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）浮遊幼生調査 

   マガキ浮遊幼生の発生時期である夏季に１週間間隔で宮古湾の２点（臼木、日

立浜）において、北原式プランクトンネット NXX13 を水深 2.5ｍから垂直曳きを

し、モノクローナル抗体による抗原抗体反応を利用した方法を用いてマガキ浮遊

幼生を同定し、出現動向を調査した。 

 

  日立浜 

採取日 8/12 8/20 8/31 9/7 9/16 9/25 10/7 10/14 

 

マ 

ガ 

キ 

特大 0 0 0 1 0 0 1 0 

大 1 0 3 0 0 0 1 0 

中 1 0 0 1 0 0 2 1 

小 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 2 0 3 2 0 0 4 1 

その他二枚貝 37 4 21 40 5 9 3 19 

  臼木 

採取日 9/14 9/24 9/29 10/5 

 

マ 

ガ 

キ 

特大 2 1 1 0 

大 0 0 0 0 

中 2 3 0 0 

小 0 0 0 0 

計 4 4 1 0 

その他二枚貝 200 453 55 0 

   浮遊幼生の出現状況は、総じて数個程度と少なく推移した。 

 

 

（２）採苗試験 

   例年調査を実施している日立浜には８月から１０月までの間に１週間間隔で計

８回、内湾カキ養殖漁場内には５ヶ所に９月中旬を初回として１週間間隔で計４

回、１ヶ所当たり１連の採苗器を設置し、マガキ稚貝の付着状況を調査した。 

   測定方法：原盤１連から６枚のホタテガイ貝殻を抽出し、マガキ付着稚貝を 

        計数 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日立浜 

垂下日 8/12 8/20 8/31 9/7 9/16 9/25 10/7 10/14 

回収日 8/20 8/31 9/7 9/16 9/25 10/7 脱落 10/28 

平均付着数 1.2 0.8 1.5 1.4 37.6 4.9 ― 0.8 

  内湾カキ養殖漁場 

調査点 設置回数 １枚目 ２枚目 ３枚目 ４枚目 ５枚目 ６枚目 平均個数 備考 

Ａ 

１回目 3 3 4 3 4 3 3.3  

２回目 7 7 6 6 4 9 6.5  

３回目 0 0 0 5 2 1 1.3  

４回目 1 1 0 3 3 1 1.5  

Ｂ 

１回目       ― 
採苗器

流失 

２回目       ― 
採苗器
流失 

３回目       ― 
採苗器
流失 

４回目 1 0 0 脱落 脱落 脱落 0.3  

Ｃ 

１回目 3 0 3 4 4 7 3.5  

２回目 1 3 2 2 4 5 2.8  

３回目 1 1 6 0 3 1 2.0  

４回目 2 0 0 0 0 1 0.5  

Ｄ 

１回目 7 4 4 3 7 2 4.5  

２回目       ― 
採苗器

流失 

３回目       ― 
採苗器

流失 

４回目       ― 
採苗器
流失 

Ｅ 

１回目 1 3 3 0 0 2 1.5  

２回目 1 3 4 4 5 2 3.2  

３回目 3 2 3 2 2 0 2.0  

４回目 1 4 2 1 1 0 1.5  

 

  内湾カキ養殖漁場へ垂下した採苗器への稚貝付着数は、10個未満となり、総じ 

 て少なかった。 
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課 題 名 マガキシングルシード養殖試験 

実 施 主 体  野田漁友会 
構成員数 

（うち参加者数） 

6 名 

（6 名） 

総 事 業 費     ２７５，５４４円 うち基金助成額     ２７５，５４４円 

事業の目的 カキシングルシードの養殖方法の検討 

 

 

実施時期、 

及び方法等 

 

 

【温等駆除試験】（９月～１０月） 

 効果的な雑物除去方法を検討するため、ワカメボイル釜を用いた温等駆除を試みた。 

 

【身入り調査】（４月～３月） 

 出荷時期を検討するため、毎月１回身入り調査を実施した。 

 

【生食用出荷の検討】（４月～３月） 

 生食用出荷の可能性を検討するため、定期的なノロウイルス検査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【温等駆除試験】 

ムラサキイガイ等の付着物の駆除方法として、ワカメボイル釜を使った温湯駆除が

効果的であることを確認した。処理温度、時間は 70℃、10 秒が効果的であった。 

  

【身入り調査】 

 試験期間中の身入りは 12.4％から 23.3％の範囲内にあり、最も身入りが良かったの

は６月の 23.8％であった。身入りの推移から、野田湾におけるカキの出荷時期は４月

～8 月が適当と考えられた。 

 

【生食用出荷の検討】 

 調査期間中、一度もノロウイルスは検出されず、生食用出荷の安全性を確認するこ

とができた。 

  

【野田漁友会 かき付着物温湯駆除試験   H27.9.27】 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

【野田カキシングルシード平均歩留りの推移】 

サンプル H26         H27   

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

 414 4/18 6/9 7/3 7/30 9/2 10/3 11/5 1125 1/8 2/16 3/6 

H24.2月 群 18.5%  19.4%          

H24.10月群上  17.4% 19.2%          

H24.10月群下  18.5%           

Mサイズ    25.3% 19.9% 17.2% 15.1% 14.9% 13.7% 15.0% 12.3% 19.1% 

平均 18.5% 18.0% 19.3% 25.3% 19.9% 17.2% 15.1% 14.9% 13.7% 15.0% 12.3% 19.1% 

 

サンプル Ｈ27          H28   

  4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

 4/6 4/20 5/14 6/23 7/23 8/17 9/30 10/31 11/26 1/5 1/29 2/29 3/28 

Lサイズ  17.2% 17.7% 19.1% 17.3% 17.7% 10.3% 14.3% 14.1% 12.3% 12.9% 16.5% 16.4% 

Mサイズ 13.0% 14.0%            

1年物  24.2% 20.0% 28.6% 16.0% 28.9% 14.5% 16.0% 17.0% 14.1% 14.3% 14.8% 19.4% 

平均 13.0% 18.5% 18.9% 23.8% 16.7% 23.3% 12.4% 15.1% 15.5% 13.2% 13.6% 15.7% 17.9% 

＊H27 年度の L サイズ：H24.10 月養殖開始 

＊H27 年度の M サイズ：H25.4 月養殖開 

＊H27 年度の１年物：H26.7 月養殖開始 
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活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊宮城県：成熟温量指数 

＊10℃以上で積算温度 600℃で成熟の目安 
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課 題 名 アワビ中間育成試験 

実 施 主 体  小子内漁業研究会 構成員数 23 名 

総 事 業 費    ２５９,２００円 うち基金助成額      ２４０,０００円 

事業の目的 

アワビ中間育成試験用に３基の水槽を増設するため、ダイヤフラムを購入し、試験を

実施する。中間育成試験を通じてアワビの生残率向上、成長増進により効果的に漁獲す

ることを目的とする。 

材料及び方法等 

・ アワビ中間育成試験のため、ダイヤフラムを次のとおり購入し、次の試験を実施し

た。 

・ 陸上水槽で、アワビに与える餌を生コンブによる成長を検討した。 

 

【ダイヤフラム購入】 

・ダイヤフラム         ＴＫＯ－２００     ４台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの試験結果で生コンブ、干しコンブ、配合餌料のエサの違いによる成長率を

確認した結果、配合餌料が一番成長率が良いことが分かった。しかし、コスト高になる

ことと生コンブと比べてそんなに大きな差ではないこと、又東北区水研に視察に行った

際、天然の状況と同じように育成したほうが良いのではないかと指導されたため、生コ

ンブによる中間育成を実施した。 

冬場の計測等は低温によるアワビのへい死を招くおそれがあるため実施できず、放流

前の６月に実施する予定である。 
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課 題 名 青年等漁業者組織活動支援事業（研究グループ等活動事業） 

実 施 主 体  綾里漁業協同組合小石浜青年部 
構成員数 

（うち参加者数） 

10 名 

（8 名） 

総 事 業 費     ２１０，１２０円 うち基金助成額     ２００，０００円 

事業の目的 ＣＳＡと連携した養殖ホタテの販路拡大 

 

 

実施時期、 

場所、参加 

者等 

 

 

【実施日時】①平成 27 年 8 月 8 日 

②平成 27 年 10 月 11 日 

【場  所】①東京都千代田区 

②東京都新宿区 

【参 加 者】飲食店・小売店・量販店の各関係者及びＣＳＡコミュニティ関係者 

①168 名 

②63 名 

 

 

 

 

活動内容 

（結果及び 

考察） 

 

東京都内において、ＣＳＡコミュニティ関係者との連携を活用して飲食店・小売店・

量販店の各関係者へ恋し浜ホタテのサンプルを提供するなどしてＰＲ活動を行い、更

なる販路拡大と供給の安定を図ることができた。 

また、生産者自身が参加し、震災からの復旧内容や現在の状況並びに水産物の品質の良

さなどを具体的に説明することで、消費者と生産者との信頼関係を構築するばかりでな

く、東日本大震災以降における三陸水産物の安心と安全を広く周知させ評価を高めるこ

とができた。 

 

① 全国食べる通信エキスポの様子 

  

② 東北ＣＳＡエキスポの様子 
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3（2）青年等交流活動事業 

ア 情報交換会の開催等 

課 題 名 全国発表大会（第 21 回全国青年・女性漁業者交流大会）の参加 

実 施 主 体  岩手県漁業士会 
構成員数 

（うち参加者数） 

92 名 

（2 名） 

総 事 業 費  １０９，９３０ 円 うち基金助成額     １００，０００円 

事業の目的 県漁業士会代表者の派遣 

実施時期、場

所、参加者等 

【日時】 平成 28 年 2 月 29 日 13 時～3 月 2 日 15 時 

【場所】 東京都 

【参加者】吹切守指導漁業士、吹切秋則青年漁業士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国発表大会（第 21 回全国青年・女性漁業者交流大会）に参加した。 

 

【基本行程】 

2 月 29 日：往路：洋野町発⇒東京着  東京宿泊 

3 月 1 日：東京滞在  東京宿泊 

3 月 2 日：復路：東京発⇒洋野町着 

 

・全国から 39、水産高校から１題の合計 40 題の発表があった。 

・岩手県からは馬場清志氏（種市南漁業協同組合、宿戸漁業研究会）が「ウニ直売会

から浜に活気を‐直売会、朝市の取り組み」について、高屋敷和子女史（重茂漁協、

女性部）が「重茂地区の環境保全と震災からの復興の取り組み‐浜の女（おんなた

ち）はこれからも海と生きてゆく」を発表した。 

・全国的には「販売活動・環境保全活動が活動の主流になっている」ことを実感した。 

・参加者数が少ない（総参加者数約 500 名程度）感がある。 

 

                           

 

 

 

 

 

 

馬場清志氏発表        高屋敷和子女史発表 
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課 題 名 宮古地区未婚漁業者等交流会（モノ作り体験、料理教室） 

実 施 主 体  宮古市漁業就業者育成協議会 
構成員数 

（うち参加者数） 

5 団体 

（11 名） 

総 事 業 費  ４１２，００２ 円 うち基金助成額     ２００，０００円 

事業の目的 
未婚漁業者の婚活の機会として交流会を実施し、未婚漁業者の結婚対策を行い、 

漁業経営体維持の一助とする。 

実施時期、場

所、参加者等 

 

【日時】 平成 28 年 2 月 6 日（土） 

【場所】 岩手県宮古市 

【参加者】宮古漁業協同組合・重茂漁業協同組合・田老町漁業協同組合の男性未婚 

漁業者 11 名、県内の未婚一般女性 7 名、漁協関係者、料理教室関係者（盛

岡）、行政関係者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【活動要旨】 

「宮古地区未婚漁業者等交流会（モノ作り体験、料理教室）」 

 宮古市漁業就業者育成協議会が事務局となり、宮古地区の未婚漁業者11名の配偶者対

策として、盛岡近郊の一般未婚女性7名を招いて、平成28年2月6日（土）に開催しまし

た。 

 当協議会は、このような交流会を開催したことがないことから、企画段階から、 

公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金理事・小野寺惠氏に助言と協力を依頼。上記の

とおりの開催実績となりました。 

 11：00からのモノ作り体験では、水産加工会社・丸徳で、宮古港の主要水揚げ魚種で

あるタラを使って、男性と女性がペアとなり、ちくわ、さつま揚げづくりを行いました。 

 14：30からの料理教室では、小野寺氏を講師に迎え、漁業者が持ち込んだ生産物（タ

ラ、早採りワカメ等）を食材に、男女が協力してタラ汁を作ったほか、早採りワカメの

しゃぶしゃぶで旬の味を楽しみました。 

 交流会後は、宮古市内で懇親会が開催され、参加者の交流を深めることができ、漁村

の活性化の一助となったと思います。今後、真剣交際に向け、引き続き交流を続けるペ

アもあるほか、参加者からは「楽しく交流することができたので、また参加したい」と

いう声も聞かれました。 

 

  

   

  

 

 

 

  

 

  

  

  モノ作り体験（ちくわ、さつま揚げ）    漁業者が生産物を持ち込んで料理教室 
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課 題 名 第 21 回全国青年・女性漁業者交流大会 

実 施 主 体  岩手県漁業士会宮古支部 
構成員数 

（うち参加者数） 

28 名 

（3 名） 

総 事 業 費  １０１，４００ 円 うち基金助成額     ５０，０００円 

事業の目的 全国規模の交流大会に参加し、支部会員の資質向上と地域の活性化を図る。 

実施時期、場

所、参加者等 

 

【実施時期】 平成 28 年 3 月 1 日 13：00～3 月 2 日 15：00 

【場  所】 ホテルグランドアーク半蔵門（東京都千代田区） 

【参 加 者】 田中仁指導漁業士、加賀修指導漁業士、平子昌彦青年漁業士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本行程】 

 ３月１日：宮古市（ないし山田町）発⇒東京着 

      13:00～17:00 大会参加 

      東京宿泊 

 ３月２日：8:40～15:00 大会参加 

      東京宿泊 

 ３月３日：東京発⇒宮古市（ないし山田町）着 

 

・全国から 39題、水産高校から１題の合計 40題の発表があった。 

・岩手県からは高屋敷和子氏（重茂漁業協同組合女性部）が「重茂地区の環境保全と震

災からの復興の取り組み－浜の女性（おんなたち）はこれからも海と生きてゆく－」

について、馬場清志氏（種市南漁業協同組合宿戸漁業研究）が「ウニ直売会から浜に

活気を－直売会、朝市の取り組み－」についてそれぞれ発表し、高屋敷和子氏は水産

庁長官賞を、馬場清志氏は JF 全国女性連・JF 全国漁青連会長賞を受賞した。重茂漁

協女性部の 40年間と長期に亘る活動は極めて高い評価を得た。 

・近年、流通・消費拡大部門や地域活性化部門の発表が多い傾向にあったが、今年は発

表が５部門に均一に分散していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参加漁業士 

（左：加賀指導漁業士、右：田中指導漁業士） 

参加漁業士 

（左：加賀指導漁業士、右：平子青年漁業士） 
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（3）地域リーダー研修事業（漁業士活動等） 

課 題 名 大船渡地区新規漁業就業者能力向上支援研修会 

実 施 主 体  岩手県漁業士会 
構成員数 

（うち参加者数） 

92 名 

（9 名） 

総 事 業 費    ２２７，７７２円 うち基金助成額     １００，０００円 

事業の目的 岩手県漁業士会大船渡支部内の新規漁業就業者の能力向上支援 

実施時期、 

場所、参加 

者等 

【日 時】平成 28 年 1 月 28 日(木) 研修会 15：15～17：15 

                 交流会 17：30～19：30 

【場 所】大船渡市(オーシャンビュー･ホテル丸森) 

【参加者】38 名(新規漁業就業者 27 名、漁業士 9 名、市職員 2 名) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研修内容】 

 (1)「岩手県の漁業」 講師:大船渡水産振興センター遠藤主査 

 (2)「漁師を目指す貴方に知ってもらいたい事」 講師:大船渡水産振興センター太田

総括 

 (3)「漁船登録と漁業許可について」 講師:大船渡水産振興センター佐藤技師 

 (4)「知って得する？資金制度と税制」 講師:大船渡水産振興センター太田総括 

 (5)「漁業とお金」 講師:大船渡水産振興センター髙木主査 

 (6)「営業許可等食品衛生に関すること」 講師:大船渡保健所伊藤技師 

 (7)「やってみよう！副業」 講師:大船渡水産振興センター佐藤総括 
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課 題 名 岩手県漁業士会・研修会 

実 施 主 体  岩手県漁業士会 
構成員数 

（うち参加者数） 

92 名 

（本人・委任状 

合計：85 名） 

総 事 業 費    ２２６，５０６円 うち基金助成額     １００，０００円 

事業の目的 漁業士の資質の向上 

実施時期、 

場所、参加 

者等 

【日 時】平成 27 年 7 月 4 日 

【場 所】メトロポリタン盛岡（盛岡市） 

【参加者】岩手県漁業士会会員、関係漁協職員、関係行政職員（合計 35 名） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 各地区活動報告 

・養殖漁業の経営状況（復興状況・補助事業活用状況）について 

・協業体育成について 

・新規着業者の育成について 

② 支部活動報告 

③ 担い手育成ビジョンについて（施策紹介） 

④ 冷水接岸について（講演） 

 

 

【要旨は別紙添付】 
①総会（15:00～16:00）総合司会：橋場敏光（野田村漁協） 

１ 開会：船本敬史（船渡市漁協）、２ 会長挨拶：吹切守会長、３ 来賓祝辞：佐久間修所長 

４ 議長選任（鳥居晋氏（田老町漁協）が選任される） 

５ 議事：添付資料の第一号議案～第三号議案（説明：石川首席） 

  特に質問意見はなく、提案議案は承認された。新漁業士（安藤正樹・平子昌彦）自己紹介、退会

者挨拶（千田勝治元指導漁業士） 

６ 閉会：船本敬史（船渡市漁協） 

②話題提供・研修会（16:00～17:30）座長：吉水裕信（田老町漁協） 

・ 各支部活動報告…船本敬史（大船渡）、佐藤普及総括（釜石）、加賀修（宮古）、橋場敏光（久慈） 

・ 講演：冷水の接岸について：児玉琢哉専門研究員（水技）…資料添付 

質問：①冷水接岸の解明は（津軽暖流との関係）、②予測可能態勢の際の生産者の対応は？ 

回答：予測精度向上と予測通報体制構築に努力する。生産者の対応は水技全体で指導・指示体制

を協議しなければならない。 

・ 新担い手育成ビジョンについて：阿部孝弘主任主査（水産振興課）…資料添付 

質問：①このビジョンは営漁計画策定前に示すべきではなかったか。②さしあたり、営漁計画の

確実な実行に努力すれば良いのでしょうか？ 

回答：このビジョンは各地区の営漁計画の“担い手育成”に関する共通部位を抽出し、県全体で

の方向を示すもの、と位置付けている。また、ご指摘の通り“まずは営漁計画の確実な実行”が

主眼である。 
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活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総会（全景）             新任者挨拶（安藤正樹・平子昌彦） 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退任者挨拶（千田勝治）        講演（児玉琢哉：水産技術センター） 
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課 題 名 東日本女性漁業士交流会 

実 施 主 体  岩手県漁業士会 
構成員数 

（うち参加者数） 

92 名 

（10 名） 

総 事 業 費    ２９３，０７７円 うち基金助成額     １００，０００円 

事業の目的 他県漁業士との交流と漁業士の資質の向上 

実施時期、 

場所、参加 

者等 

【日 時】平成 27 年 8 月 20 日～21 日 

【場 所】ホテル東日本盛岡（盛岡市） 

【参加者】岩手県漁業士会会員、青森県漁業士会会員，宮城県漁業士会会員， 

茨城県漁業士会会員，千葉県漁業士会会員， 

関係漁協職員、関係行政職員 

     合計 38 名 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【講演】 

 演題：「震災時，震災復興時の漁村女性の役割について」 

 講師：東谷幸子（新おおつち漁協 女性部長） 

グループ討議（各主要課題項目）   

① 復興状況・補助事業活用状況について 

② 活動報告（販売，魚食普及，女性部活動）について 

③ 新規着業者の育成について 

（ほか、交流会を併催する） 

 

      

         会場                 東谷幸子女史講演  

        

         グループ討議                 記念写真 
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課 題 名 第 53 回県下漁協女性部郡別研修会 

実 施 主 体  岩手県漁協女性部連絡協議会 
構成員数 

（うち参加者数） 

6,505 名 

（約 580 名） 

総 事 業 費    １２５，４９６円 うち基金助成額     １００，０００円 

事業の目的 漁協女性部員の知識の向上と相互交流、活動意欲の向上を図ることを目的とする。 

実施時期、 

場所、参加 

者等 

【日 時】平成 28 年 1 月 19 日（火）～1 月 22 日（金） 

【場 所】沿岸地区 4 会場（詳細は別添、資料による） 

【参加者】県下漁協女性部員 約 580 名 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演は、魚食普及の更なる活動促進をテーマとして、いわての浜料理選手権等の開催

を踏まえて、女性部における加工商品の開発や 6 次産業化へ向けた実践活動の内容であ

り、講師から様々な事例や消費者動向を聴くことができ、今後の活動に大いに参考とな

った。 

また、郡別研修会における漁協女性部活動実績発表は、震災後では初の実施となり、

復興に向けた取り組みとしての組織強化・活動の活性化につながっていくものとなっ

た。 

なお、研修会の席上、海上保安部ならびに県漁船海難防止連絡協議会のご支援をいた

だきＬＧＬ団体委嘱式が行われたことは、救命胴衣着用徹底の良い啓蒙活動となった。      

                  

  

【講演演目】                       

・九戸地区    

演 題 「無添加のさんまの甘露煮をつくる」 

講 師  復興水産販路回復アドバイザー 佐藤香織氏 

・下閉伊地区   

演 題 「無添加のさんまの甘露煮をつくる」 

講 師  復興水産販路回復アドバイザー 佐藤香織氏 

・上閉伊地区   

演 題 「浜の母ちゃんパワーで浜に笑顔と元気を 

      ―大洗町漁協「母ちゃんの店」絶賛営業中― 

講 師  大洗町漁協女性部 川上悦氏 高橋早苗氏 

・気仙地区    

演 題 「魚食普及に係る直売・6 次化・商品開発について」 

講 師  復興水産販路回復アドバイザー 細川良範氏 
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課 題 名 岩手県漁業士会大船渡支部・宮城県漁業士会北部支部交流会 

実 施 主 体  岩手県漁業士会大船渡支部 
構成員数 

（うち参加者数） 

26 名 

（6 名） 

総 事 業 費    ３４，０１０円 うち基金助成額       ３４，０１０円 

事業の目的 他県漁業士との情報交換 

実施時期、 

場所、参加 

者等 

 

【日 時】平成 27 年 8 月 28 日(金) 

【場 所】宮城県気仙沼市 

【参加者】岩手県漁業士会大船渡支部参加者数：5 人 

宮城県漁業士会北部支部参加者数：12 人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動内容 

（ 結 果 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･株式会社「水土舎」の麓貴光氏を講師に招き、「水産物の販売に関する近年の動向に

ついて～輸出の可能性も視野に入れて～」と題した講演を行った。 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

                          麓氏の講演 

 

 

･講演の後、それぞれの種類別(マガキ・ホタテガイ・ワカメ・マボヤ養殖、定置網漁業)

に意見・情報交換を行い、出席者からは活発な発言があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          意見･情報交換 
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５ 平成 27 年度漁業復興担い手確保支援事業・事務事業実績 

   ① 新規就業者（漁家子弟）確保支援事業実績 
 

漁協名（一次受入機関） 研修生数 精算額 

広田湾 7 6,850,589 

大船渡市 1 9,400 

越喜来 3 1,722,087 

吉浜 5 3,913,306 

釜石湾 3 2,713,400 

釜石東部 2 1,314,700 

新おおつち 3 3,090,585 

三陸やまだ 3 1,454,580 

重茂 13 10,301,910 

宮古 5 2,059,400 

小本浜 1 260,960 

田野畑村 2 2,320,528 

野田村 1 911,756 

久慈市 3 3,109,340 

種市南 1 1,128,000 

合計 44 32,995,067 

   ③新規就業者（未経験）確保支援事業実績 
 

漁協名（一次受入機関） 研修生数 精算額 

広田湾 2 3,095,134 

大船渡市 3 3,113,030 

綾里 8 7,120,202 

越喜来 4 3,279,101 

唐丹町 2 3,675,366 

釜石湾 4 2,344,972 

三陸やまだ 1 940,000 

田老町 4 4,487,999 

小本浜 2 1,869,456 

普代村 3 6,768,000 

種市南 2 2,449,663 

合計 35 39,142,923 
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５（２）資格等習得支援事業実績 

漁協名 資格名 受講者数 事業費 

広田湾 小型船舶操縦士 1 115,990 

大船渡市 小型船舶操縦士 1 110,480 

綾里 小型船舶操縦士 3 301,460 

越喜来 小型船舶操縦士 2 264,000 

唐丹町 小型船舶操縦士 2 164,030 

釜石湾 小型船舶操縦士 6 423,260 

釜石東部 小型船舶操縦士 3 203,340 

フォークリフト 8 246,240 

小型移動式クレーン 8 226,550 

玉掛け 7 162,715 

新おおつち 小型船舶操縦士 4 441,920 

船越湾 小型船舶操縦士 2 226,470 

三陸やまだ 小型船舶操縦士 4 446,850 

重茂 小型船舶操縦士 2 219,660 

クレーン特別教育 6 61,710 

田老町 小型船舶操縦士 1 115,990 

小本浜 クレーン特別教育 2 41,140 

フォークリフト 2 61,560 

小型船舶操縦士 4 434,880 

第二級海上特殊無線技士 1 38,880 

合計  68 4,500,195 
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６ 公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金業務規程 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第 1 条 この業務規程は、公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金（以下「基金」という。）の      

業務の実施について基本的な事項を定め、もって業務の適正な運営を図るものとする。 

（業務運営の基本的事項） 

第 2 条 基金は、業務の公共的重要性にかんがみ、県、市町村、漁業団体等との密接な連携のもとに、

その業務を効果的に運営するものとする。 

 

   第 2 章 業務の種類及び業務の内容等 

（事業の種類） 

第 3 条 基金が行う事業は、次に掲げる青年等漁業者の確保育成対策に関する事業とする。 

（１） 漁業担い手確保対策事業 

（２） 漁業担い手育成対策事業 

（３） 青年等漁業者組織活動支援事業 

（４） 地区漁業担い手対策推進協議会活動事業 

（５） 特別対策事業 

（事業の目的、内容及び事業対象者） 

第 4 条 前条に規定する事業の内容及び対象者は、別に定める公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金

業務細則（以下「業務細則」という。）に基づくものとする。ただし、前条の第 1 号から第 3 号の事業

については、必要により基金においても実施できるものとする。 

（助成の額） 

第 5 条 第 3 条に規定する事業に対する助成額は、別に定める業務細則に基づくものとする。 

（研修先及び研修期間等） 

第 6 条 第 3 条に規定する事業の研修先及び研修期間等は、別に定める業務細則に基づくものとする。 

 

   第 3 章 事務手続き及び助成金の交付 

第 7 条 第 3 条に規定する事業を実施し、助成金の交付を受けようとする者は、別に定める業務細則に

基づく提出書類を期日までに代表理事に提出するものとする。 

 

   第 4 章 雑則 

第 8 条 この業務規程の施行について必要な事項は、代表理事が別に定める。 
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  附則 

１ この規程は、平成 23 年 5 月 16 日から施行する。 

２ 財団法人岩手県漁業担い手育成基金業務方法書（平成 5 年 3 月 16 日制定）は廃止する。 

３ この規程において従前から引き継がれる事業の助成の額は、第 5 条の規定にかかわらず、施行後の

最初の年度に限り従前の例によるものとする。 

  附則 

 この規程は、平成 23 年 10 月 31 日から施行する。（第 3 条第 1 項第 3 号の事業名称の変更） 

  附則 

 この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。（公益法人移行に伴う名称等の変更） 
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７ 公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金業務細則 

 

（趣 旨） 

第 1 条 公益財団法人岩手県漁業担い手育成基金（以下「基金」という。）の業務運営に関しては、公益

財団法人岩手県漁業担い手育成基金業務規程第 4 条、第 5 条、第 6 条及び第 7 条の規定により、次の

とおり定めるものとする。 

（業務の内容） 

第 2 条 基金が行う助成対象事業の内容は別表１のとおりとし、助成額（助成率）及び助成の申請、請

求、実績報告に伴う提出書類等並びに重要変更の内容は別表２のとおりとする。 

２ 事業対象である「青年等漁業者」とは、概ね 55 歳以下（ただし、女性の場合にあっては特に制限を

設けない。）の漁業者及び漁業を志向する者とし、「青年漁業者」とは、45 歳以下とする。 

３ 対象事業は原則として一年度とする。ただし、別表３に掲げる事業については、その定めるところ

による。 

（助成金の申請） 

第 3 条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別表 2 の定めるところにより

地区漁業担い手育成推進協議会（以下「地区協議会」という。）を経由し、原則として、事業を着手し

ようとする日の 30 日前までに代表理事に申請しなければならない。ただし、県段階の組織は地区協議

会の経由を要しない（以下同じ。）。 

（助成金の決定） 

第 4 条 代表理事は、提出のあった申請の内容を審査し、その適否を決定し地区協議会を経由して申請

者に通知するものとする。 

２ 代表理事は、助成事業の目的を達成するため、必要に応じ条件を付することができるものとする。 

（変更承認申請書） 

第 5 条 助成金の交付決定を受けた者（以下「助成事業者」という。）が、別表２に掲げる重要変更に該

当する事業変更を行おうとするときは、速やかにその定めるところにより事業変更承認申請書を、地

区協議会を経由して代表理事に提出し承認を受けなければならない。 

（事業の中止） 

第 6 条 助成事業者が、事業の遂行ができなくなったとき又は中止するときは、助成事業中止届を、地

区協議会を経由して代表理事に提出し指示を受けるものとする。 

（助成金の請求及び実績報告書） 

第 7 条 助成事業者は、事業を完了した日から 30 日以内に、助成金請求書に実績報告書を添付し、地区

協議会を経由して代表理事に提出しなければならない。 
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（助成金の交付） 

第 8 条 助成金の交付は、原則として事業完了後に行う。ただし、やむをえない事情がある場合には、

助成金の一部又は全部を前金払いで受けることができる。 

（交付決定の取消） 

第 9 条 代表理事は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、助成金の交付決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

（１） 前条の規定に違反したとき又は第 4 条第 2 項に規定する助成金の決定に際し付した条件に違反し

たとき 

（２） 助成金を他の用途に使用したとき 

（３） 偽り、その他不正な手段により助成金の交付を受けたとき 

（４） 業務規程等に違反したとき 

（助成金の返還） 

第 10 条 助成事業者は、第 9 条の規定により助成金の交付を取り消された場合において、取り消しに係

る部分に関し、既に助成金が交付されているときには、それを返還しなければならない。 

２ 前項の規定は、第 5 条の規定による助成金の交付の決定を変更した場合についても準用する。 

（書類等の整備） 

第 11 条 助成金の交付を受けた者は、その証拠書類、帳簿等を整理し、事業完了の翌年から５年間保管

しなければならない。 

 

  附則 

１ この細則は、平成 23 年 5 月 16 日から施行する。 

２ 従前の財団法人岩手県漁業担い手育成基金業務細則（平成 5 年 3 月 16 日制定）は廃止する。 

  附則 

 この細則は、平成 23 年 10 月 31 日から施行する。（別表 1,2,3 の助成額及び事業名称等の変更） 

 附則 

 この細則は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。（公益法人移行に伴う名称等の変更） 
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事　業　目　的　　・内　容　等 事 業 対 象 者 事業の種類

 (2)　水産高校等

　　連携育成事業

１　目的

　　水産高校等と連携して生徒の漁業に関する実践的な技術

　の向上を目的に行う現場実習等を支援し、漁業に対する理解

　と関心を高める。

２　内容

　(1)　生徒の現場実習経費の助成

　(2)　技術者の学校での実践的指導経費の助成

　(3)　漁業・加工技術等の共同研究等経費の助成

　(4)　小中学校との連携に要する経費の助成

・地域関係者で構成する

　連携組織又は水産高校等

助成事業

 (3)　漁業志向青

    年等体験学習

　　事業

１　目的

　　漁業就業を志向する青年等を対象とした漁業体験・学習等

　を支援し、漁業就業意識を高める。

２　内容

　(1)　漁業の体験、現地見学会の開催等経費の助成

　(2)　漁業就業に関する知識習得研修に係る経費の助成

・地区協議会

・漁業協同組合等
助成事業

 (1)　新規漁業就

　　業者交流事業

１　目的

　　新たに漁業に就業した青年等の漁業への取り組みを促進す

　るため、情報交換等ネットワークづくりを進め、新規漁業就業

　者の早期定着化を図る。

２　内容

　　新規漁業就業者（就業３年以内の者）の情報交換会を開催

  する経費の助成

・地区協議会

・漁業協同組合等
助成事業

 (2)　新規漁業就

　　業者技術研修

　　事業

１　目的

　　新規漁業就業者（就業3年以内の者）が養殖業等自立経営

　を目指して、地元先達漁家において起業に必要な基礎的知

　識・技術を修得する場合に、受入経営体及び実践研修生に

　対して支援することにより、自立経営への円滑な移行を促進

　する。

２　内容

　(1)　受入経営体

　　　　地域において養殖業及び採介藻漁業を営む計画を有

　　する新規漁業就業者の指導に要する経費（６月以上１年以

　　内で２５日以上指導）の助成

　(2)　実践研修生

　　　　研修期間（６月以上１年以内）内に小型船舶操縦士免許

　　　を取得するための受講に要する経費　（講習受講料）

　      ただし、漁家子弟の場合にあっては親元での漁業従事

　　　を研修と看做すことができる。

(1)　受入経営体(実践研修

　　生と3等親内の者除く）

(2)　実践研修生

　　　次の要件を全て満たし

　　ていること

　ア　４０歳未満の者

　イ　６月以上研修を行う者

　ウ　営漁する計画を有す

　　る者

　ただし、漁家子弟にあっては

イ、ウの条件は満たしているも

のと看做す。

助成事業

(3)　ＯＪＴ研修支

　　援事業

１　目的

　　青年漁業者の国内先進漁家、企業体、市場等での研修又

　は課題解決能力向上のためのＯＪＴ研修を促進し、優れた青
　年漁業者の育成と地域漁業の中核者としての活動促進を図

　る。

２　内容

　(1)　国内先進漁家等技術研修受講経費の助成（１月以内）

  (2)　新規漁業就業者ＯＪＴ研修経費の助成（３月以内）

(1)　青年漁業者、新規漁業

　　就業者

(2)　次の要件を全て満す者

　ア　県内において継続して

　　５年間漁業に就業した青

　　年漁業者

　イ　研修終了後においても

　　漁業に従事すると見込ま

　　れる者

　ウ　研修計画を有する者

助成事業

 ２　漁業担い手育成対策事業

細則　別表１（第2条関係）　事業の目的、内容及び事業対象者

事 業 区 分

 １　漁業担い手確保対策事業

・青年等漁業者が組織する

　団体

・漁業協同組合

・青少年育成組織

・水産高校等

 (1)　小中学生漁

     業体験・学習

     事業

助成事業

１　目的

　　地域の小中学生を対象とした漁業体験・学習等を支援し、

　漁業への理解と憧れを形成する。

２　内容

　　漁業の体験及び学習等（水産物の加工含む。）に要する経

　費　（材料費、保険料、移動経費等）の助成
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事　業　目　的　　・内　容　等 事 業 対 象 者 事業の種類

 (1)　研究グルー
　　プ等活動事業

１　目的

　　漁業経営や漁家生活等の発展向上を図るため研究開発及
　び研究実践活動又は経営改善研修及び各種資格取得研修

　の開催・受講に取り組む漁業青年等グループの自主的活動
　を支援し、漁業青年等の創造性と研究実践意欲の高揚及び

　漁村地域の活性化を図る。

２　内容

　(1)　研究実践活動経費の助成
　　　　漁業生産技術の開発・導入試験、水産物の加工技術の

　　　開発研究、生産物の付加価値向上試験、漁業及び生活
　　　に関する研究実証、新産地育成・むらづくり活動等に要す

　　　る経費（材料費等）
　(2)　研修活動経費の助成

　　　　漁業技術修得、経営改善、水産物加工技術修得、各種
　　　資格取得等の活動に要する経費（旅費、受講料、講師謝
　　　金、会場費等）

 

 ・　青年等漁業者３人以上
　で構成されかつ漁業又は

　 漁家生活等の研究活動
   を推進する目的で組織さ

   れているグループ（以下
　　「青年等グループ」とい
　　う。）

助成事業

 (2)　青年等交流

　　活動促進事業

１　目的

　　グループ活動の活性化や青年等漁業者の資質向上を図る
　ため地区又は全県範囲で開催する情報交換会や活動実績
　発表大会及び青年等グループの都市・漁村間交流等の活動

　を支援し、意欲ある担い手の育成と漁村地域の活性化を図
　る。

２　内容

　(1)　情報交換会の開催及び都市・漁村間等交流に要する経
　　　費の助成（会場費、講師謝金・旅費、材料費、交通費等）
　(2)　地区活動実績発表大会開催経費の助成（会場費、謝金

　　　・旅費、消耗品等）

 ・　地区又は全県範囲で主

　催する実施組織
 ・　青年等グループ

助成事業

 (3)　地域リーダー

　　研修事業

１　目的
　　漁村地域リーダー相互の情報交換等を通じ地域リーダーと

　しての資質の向上を図るとともに、その自主的活動を促進す
　る。

２　内容
　　漁業生産、漁村、漁家生活等の環境づくり及び地域の担い

　手育成等漁村の活性化を推進するリーダーの育成を目的とし
　た地区又は全県範囲の研修会等の開催に要する経費の助

　成（会場費、謝金・旅費、消耗品等）

 ・　地区又は全県範囲で主

　催する実施組織
助成事業

 (1)　地区協議会

　　活動事業

１　目的

　　漁業担い手対策を総合的に推進するため、大船渡、釜石、
　宮古、久慈の各地区に設置されている地区漁業担い手育成
　推進協議会に対し活動費等を交付し、地区の漁業担い手対

　策に資する。

２　内容
　　地区協議会活動費の交付

 ・　地区協議会 助成事業

 (1)　特認事業
　漁業後継者及び漁業担い手を確保、育成するために理事長が特に
実施する必要があると認める事業。

 ・地区協議会等 助成事業

 (2)　その他事業 　基金が自ら実施する事業  ・新規漁業就業者等 主催事業

 4　地区漁業担い手対策推進協議会活動事業

 5　特別対策事業

事 業 区 分

 3　青年等漁業者組織活動支援事業

細則　別表１（第2条関係）　事業の目的、内容及び事業対象者
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 助成金申請書

 ・添付書類
様式

 助成金請求書

 ・添付書類
様式

　１団体　５万円以内

①交付申請書

②実施計画書

③事業主体規

　約（新規のみ）

第１号

第２号

任　意

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第1号

第2号

任意

助成金額の

20％を超え

る減

  １団体　10０万円以内

　

【対象経費】

　生徒指導に係る材料

費、謝金、技術者派遣旅

費、共同研究等・小中学校

連携に係る材料費

①交付申請書

②実施計画書

③事業主体規

　約（新規のみ）

第3号

任意

任意

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第3号

任意

任意

助成金額の

20％を超え

る減

　１事業　15万円以内

①交付申請書

②実施計画書

第4号

第5号

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第4号

第5号

任意

助成金額の

20％を超え

る減

  １事業　５万円以内

①交付申請書

②実施計画書

第６号

第７号

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第6号

第7号

任意

助成金額の

20％を超え

る減

・受入経営体

　１経営体　30万円以内

　　　　　　　　　　　/年額

　（指導に要する経費）

①交付申請書

②実施計画書

③営漁プラン

④漁協推薦書

第8号

第9号

第10号

第11号

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第８号

第９号

任意

 助成金額の

 20％を超え

 る減

・実践研修生

　１０万円以内

　

  （小型船舶操縦士免許

　講習受講経費）

①交付申請書
第12号

①交付請求書

②実績報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第12号

任意

 助成金額の

 20％を超え

 る減

・国内先進漁家

　等技術研修

　（１月以内）

　１人 10万円以内

【対象経費】

　研修機関等への納入額

、交通費、教材費

①交付申請書

②実施計画書

③身上調書

④漁協推薦書

第13号

第14号

第15号

第16号

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第13号

第14号

任意

研修先の

変更

・新規漁業就業

　者ＯＪＴ研修

　（３月以内）

　１人 30万円以内

【対象経費】

　研修指導者謝金、教材費

①交付申請書

②実施計画書

④身上調書

⑤漁協推薦書

第17号

第18号

第15号

第16号

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料

　 (領収書等)

第28号

第17号

第18号

任意

助成金額の

20％を超え

る減

細則　別表２ （第2条、第3条、第5条関係）

　　　　助成対象事業の助成額（助成率）及び助成の申請、請求、実績報告に伴う提出書類、重要変更の内容

 (3)　漁業志向青年等体験

　　 学習事業

 ２　漁業担い手育成事業

 (1)　新規漁業就業者交流

　　　事業

 １　漁業担い手確保対策事業

 (1)　小中学生漁業体験・学

　　  習事業

 (2)　水産高校等連携育成

　　　事業

事　業　名 助成額（助成率）

助成金申請 助成金請求

重要変更

 (2)　新規漁

　　業就業者

　　技術研修

　　事業

 (3)　ＯＪＴ研

　　修支援事
　　業
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 助成金申請書

 ・添付書類
様式

 助成金請求書

 ・添付書類
様式

・研究実践活動 　１課題　30万円以内

・研修活動
 １グループ 20万円以内

・資格取得活動
 １グループ 20万円以内
　　　　　　 　（1/2以内）

・情報交換、交

　流等活動

　１事業　20万円以内

・地区活動実績
　発表大会

　１事業　10万円以内

　１事業　10万円以内
①交付申請書

②実施計画書

第23号

第24号

①交付請求書
②実績報告書

③結果報告書
④参考資料

　 (領収書等)

第28号
第23号

第24号
任意

助成金額の

20％を超え
る減

　別途定める

①交付申請書

②事業計画書
（協議会の計画）

③規約

第25号

任意

任意

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料
　 (領収書等)

第28号

第25号

任意

任意

助成金額の

20％を超え
る減

　別途定める

①交付申請書

②実施計画書

③規約

第26号

第27号

任意

①交付請求書
②実績報告書
③結果報告書

④参考資料
　 (領収書等)

第28号
第26号
第27号

任意

助成金額の
20％を超え

る減

注：１　事業を複数年に渡って申請するに際し、その内容に変更がない場合は、翌年度以降の添付書類を省略することができる。

２　上記以外の手続きの様式は、次のとおり。

様式第 29 号

様式第 30 号

様式第 31 号

様式第 32 号

 ４　地区漁業担い手対策推進協議会活動事業

 (3)　地域リーダー研修事業

①交付申請書

②実施計画書

③事業主体規
　約（新規のみ）

第21号

第22号

任意

①交付請求書

②実績報告書
③結果報告書

④参考資料
　 (領収書等)

第28号

第21号
第22号

任意

細則　別表２ （第2条、第3条、第5条関係）

　　　　助成対象事業の助成額（助成率）及び助成の申請、請求、実績報告に伴う提出書類、重要変更の内容

事　業　名 助成額（助成率）

助成金申請 助成金請求

重要変更

 ３　青年等漁業者組織活動支援事業

助成金交付決定通知書

（第4条関係）

 (1)　研究グ

　ループ等
　活動事業

①交付申請書

②実施計画書

③事業主体規

　約（新規のみ）

①交付請求書

②実績報告書

③結果報告書

④参考資料
　 (領収書等)

第19号

第20号

任意

前金払い請求書

（第8条関係）

　地区協議会活動事業

 ５　特別対策事業

　特認事業

変更承認申請書

（第5条関係）

事 業 中 止 届

（第6条関係）

第28号

第19号

第20号

任意

研究課題及

び研修先の
変更

助成金額の
20％を超え

る減

助成金額の
20％を超え

る減

 (2)　青年等
　　交流活動

　　促進事業
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細則　別表３（第２条関係） 事業実施期間

実　施　期　間

　水産高校等連携育成事業 　平成２３年度から平成27年度

　新規漁業就業者技術研修事業 　年度を跨ぐ場合は当年度と次年度

　研究グループ等活動事業 　最長３年（１課題）

事　業　名

 １　漁業担い手確保対策事業

 ２　漁業担い手育成事業

 ３　青年等漁業者組織活動支援事業

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


